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  議題１ ：これからの学校の在り方について  

● 高知市人口の現状等について 

    ● 公共施設マネジメントに係る現状と課題 
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～高知市立学校教職員に関する業務量管理・健康確保措置実施計画～ 
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高知市総合教育会議運営要綱 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第１条の４第９項の

規定により、高知市総合教育会議運営要綱を次のように定める。 

 

 （総則） 

第１条 高知市総合教育会議（以下「会議」という。）の運営は、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律（以下「法」という。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 （招集） 

第２条 市長は、法第１条の４第３項の規定により会議を招集しようとするときは、あらかじ

め会議の場所及び日時並びに会議において協議又は調整すべき事項を教育委員会へ通知す

るものとする。 

２ 市長は、前項の通知を行ったときは、遅滞なく、当該通知に係る事項を、高知市ホームペ

ージに掲載して公表するものとする。 

３ 前項の規定は、第１項の通知に係る事項を変更した場合（会議を中止した場合を含む。）に

ついて準用する。 

 （会議の非公開） 

第３条 市長は、法第１条の４第６項ただし書の規定により会議を公開しないこととした場合

は、あらかじめ、その旨を公表することとする。この場合においては、第２条第２項の規定

を準用する。 

２ 前項の規定は、会議の中途において生じた事態により、緊急に会議を公開しないこととす

る場合は、適用しない。 

 （議事録） 

第４条 市長は、法第１条の４第７項の議事録には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

⑴ 開会及び閉会に関する事項 

⑵ 出席者（傍聴人除く。）の氏名 

⑶ 協議又は調整に係る事項及びこれに関する出席者の発言 

⑷ その他市長が必要と認めた事項 

２ 市長は、議事録を作成したときは、遅滞なくこれを公表するものとする。この場合におい

ては第２条第２項の規定を準用する。ただし、前条の規定の場合にあっては、公表しないこ

とができる。  

 （議事進行及び庶務） 

第５条 会議の議事進行及び庶務は、政策企画部が行う。 

 （補足） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に際し必要な事項は、市長が会議に諮って

定める。 

   附則 

 この要綱は、平成 27年４月 27日から施行する。 

   附則 

 この要綱は、平成 29 年 10 月 24 日から施行し、この要綱による改正後の高知市総合教育会

議運営要綱の規定は、平成 29年４月１日から適用する。 

附則 

 この要綱は、令和７年４月 30 日から施行し、この要綱による改正後の高知市総合教育会議

運営要綱の規定は、令和７年４月１日から適用する。 
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高知市人口の現状等について
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0～14歳人口 15～64歳人口 65歳以上人口

0～14歳(人口割合） 15～64歳(人口割合） 65歳以上(人口割合）

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

総人口
337,190人
（▲0.60％）

335,231人
（▲0.58％）

333,284人
（▲0.58％）

331,368人
（▲0.57％）

328,937人
（▲0.73％）

326,545人
（▲0.73％）

324,099人
（▲0.75％）

321,215人
（▲0.89％）

317,865人
（▲1.04％）

313,889人
（▲1.25％）

３１０,002人
（▲1.24％）

307,０６８人
（▲0.９５％）

男性
157,002人
（▲0.44％）

156,113人
（▲0.57％）

155,289人
（▲0.53％）

154,417人
（▲0.56％）

153,259人
（▲0.75％）

152,455人
（▲0.53％）

151,402人
（▲0.69％）

150,045人
（▲0.90％）

148,637人
（▲0.94％）

146,851人
（▲1.20％）

144,967人
（▲1.28％）

143,６７１人
（▲0.８９％）

女性
180,188人
（▲0.73％）

179,118人
（▲0.59％）

177,998人
（▲0.63％）

176,951人
（▲0.59％）

175,678人
（▲0.71％）

174,090人
（▲0.90％）

172,697人
（▲0.80％）

171,170人
（▲0.88％）

169,228人
（▲1.14％）

167,038人
（▲1.29％）

165,035人
（▲1.20％）

163,３９７人
（▲0.９９％）

総世帯数 153,594世帯 153,824世帯 154,098世帯 154,490世帯 154,703世帯 154,171世帯 154,519世帯 154,589世帯 154,456世帯 154,154世帯 153,718世帯 153,６９５世帯

※ カッコ内の数値は対前年比

57.7％

64.5％

21.7％

31.5％

10.8％

13.8％

高知市の人口推移

1

年齢３区分別人口の推移（各年1月１日現在）

年少人口（０～14歳）及び生産年齢人口（15～64歳）の人口割合は低下する一方で、老年
人口（65歳以上）の人口割合は増加しており、少子高齢化が進行している。

人口ピラミッド（令和８年１月１日現在）

年少人口（０～14歳）の人口割合が低く、老年人口（65歳以上）の人口割合が高い
つぼ型の人口ピラミッドとなっており、今後も人口減少が進んでいくことが予想される。

推計人口（各年10月１日現在）

（出典：高知市推計人口）

※ 令和８年のみ７月１日現在

※



H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

社会増減数 ▲ 1,610 ▲ 1,276 ▲ 147 81 ▲ 102 ▲ 389 ▲ 373 ▲ 591 ▲ 479 ▲ 904 ▲ 498 ▲ 654 ▲ 946 ▲ 790 ▲ 938 ▲ 409 ▲ 806 ▲ 1,510 ▲ 1,070

自然増減数 ▲ 142 ▲ 367 ▲ 396 ▲ 541 ▲ 713 ▲ 766 ▲ 758 ▲ 840 ▲ 882 ▲ 1,092 ▲ 1,224 ▲ 1,420 ▲ 1,608 ▲ 1,642 ▲ 1,733 ▲ 2,391 ▲ 2,533 ▲ 2,708 ▲ 2,634

人口増減数 ▲ 1,752 ▲ 1,643 ▲ 543 ▲ 460 ▲ 815 ▲ 1,155 ▲ 1,131 ▲ 1,431 ▲ 1,361 ▲ 1,996 ▲ 1,722 ▲ 2,074 ▲ 2,554 ▲ 2,432 ▲ 2,671 ▲ 2,800 ▲ 3,339 ▲ 4,218 ▲ 3,704

▲ 4,500

▲ 4,000

▲ 3,500

▲ 3,000

▲ 2,500

▲ 2,000

▲ 1,500

▲ 1,000

▲ 500

0

500

※社会増減数は転入者と転出者の差で算出

（出典：高知市住民基本台帳）

（単位：人）

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

転入者数 10,805 10,577 10,392 10,017 9,710 9,578 9,699 9,143 9,378 9,183 9,159 9,295 9,044 8,626 8,532 9,013 8,741 8,143 8,072

転出者数 12,415 11,853 10,539 9,936 9,812 9,967 10,072 9,734 9,857 10,087 9,657 9,949 9,990 9,416 9,470 9,422 9,547 9,653 9,142

出生者数 2,940 2,914 2,920 2,936 2,815 2,801 2,835 2,710 2,699 2,655 2,604 2,415 2,263 2,170 2,202 2,015 1,794 1,678 1,708

死亡者数 3,082 3,281 3,316 3,477 3,528 3,567 3,593 3,550 3,581 3,747 3,828 3,835 3,871 3,812 3,935 4,406 4,327 4,386 4,342
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8,000

10,000
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（出典：高知市住民基本台帳）

（単位：人）

2

令和7年の人口動態は、前年（令和6年）と比較すると一部に改善の兆しが見られるものの、全体としては依然として厳しい状況が続いている。
社会増減数は、前年から2倍近い転出超過となった令和6年（1,510人）から大幅に改善したものの、過去の推移と比較すると依然として大きな転出超過となっている。
一方で、出生者数は前年をわずかに上回ったものの、引き続き2,000人を下回る低水準にとどまっており、死亡者数も4,342人と高止まりしていることから、結果として

自然減少幅も引き続き大きい状態が続いている。

人口動態の推移
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（出典：高知市住民基本台帳）

男性（15～19歳） 男性（20～24歳） 女性（15～19歳） 女性（20～24歳）全体

■県外からの移住者数 ■15～24歳の県外への転出超過数

（参考）社会増減数のR5～R7対比（年代別・地域別）

3

（単位：人・組）

（出典：総務省 住民基本台帳人口移動報告、高知市住民基本台帳）



4
（出典：総務省「令和７年国勢調査 人口速報集計 結果の要約」、「令和７年国勢調査人口速報集計結果 全国・都道府県・市町村別人口及び世帯数 結果の概要」、e-Stat（政府統計の総合窓口））

【人口】
○ 都道府県の人口は、東京都と沖縄県の２都県で人口増加、その他45道府県で減少。
○ 市町村の人口は、161市町村（9.4％）で人口増加、1,558市町村（90.6％）で減少。

【世帯数】
○ 都道府県の世帯数は、32都府県で増加、15道県で減少。１世帯当たり人員は2.15人であり、全ての都道府県で減少。

令和７年国勢調査速報値について

人口（人） 人口増減

2015年 2020年 2025年
2015年～2020年 2020年～2025年

（人） （率） （人） （率）

高知県 728,276 691,527 643,437 ▲36,749 ▲5.0％ ▲48,090 ▲7.0％

高知市 337,190 326,545 309,383 ▲10,645 ▲3.2％ ▲17,162 ▲5.3％

世帯数（世帯） 世帯増減 １世帯当たり人員（人）※

2015年 2020年 2025年
2015年～2020年 2020年～2025年

2015年 2020年 2025年
（世帯） （率） （世帯） （率）

高知県 319,011 315,272 306,794 ▲3,739 ▲1.2％ ▲8,478 ▲2.7％ 2.28 2.19 2.10

高知市 153,594 154,171 152,654 577 0.4％ ▲1,517 ▲1.0％ 2.19 2.12 2.03

高知県・高知市の状況

人口減数ランキング

順位 市町村 人口（人） 減少数（人）

1 北九州市（福岡県） 904,289 ▲34,740

２ 静岡市（静岡県） 659,620 ▲33,769

3 京都市（京都府） 1,431,713 ▲32,010

… … … …

19 高知市（高知県） 309,383 ▲17,162
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全国値（-2.5）

県内市町村別人口増減率



5

「令和７年国勢調査人口速報集計結果 全国・都道府県・市町村別人口及び世帯数 結果の概要」（抜粋）



公共施設の維持管理費 年間約１６５億円

（R元～R５年の平均値）

４ 公共施設に係る維持管理費 （ 人件費、光熱費、修繕費等 ）

１世帯当たり

年間約１０万円

国立社会保障・人口問題研究所による将来人口推計

１ 高知市の将来推計人口

人口減少等という社会変化を踏まえ、
施設の適正規模・適正配置のアップデートが急務

厳しい財政状況の中、
全ての施設を安全・安心に、
適正管理し続けることは困難

公共施設マネジメントに係る現状と課題

１

２ 高知市の出生数

６年後の
小学校の生徒数

児童・生徒数に応じた学校規模の適正化が必要

著しい出生数の減少により、 １クラスあたりの生徒数が減少
・ クラス替えができず、人間関係が固定化されるリスク
・ 多様な価値観に触れる機会の損失（社会性の育成不足）
・ 部活動、クラブ活動の種類が限定される など
少子化に伴う学校の小規模化・過小規模化のリスクが発生

３ 地区（大街）別の将来推計人口

凡 例

～△19.9%

△20.0%～△24.9%

△25.0%～△29.9%

△30.0%～△34.9％

△35.0%～△39.9%

△40.0%～△44.9％

△45.0%～△49.9%

△50.0%～△54.9％

△55.0%～△59.9%

△60.0%～△64.9%

△65.0%～
地区（大街）別の将来推計人口減少率図（令和2年→令和32年）
（国立社会保障・人口問題研究所令和5年推計）

地区（大街）別の将来推計人口の減少率 （令和２年と令和３２年を比
較）は、市内全ての地域で削減率が高くなっており、特に

御畳瀬と浦戸の人口減少率は50％以上と非常に高い。

総合教育会議資料

令和８年８月３日（月）

高知市財務部財産政策課
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２

延床面積 約１２６ 万㎡

5 公共施設の現状と建設の経緯

建築年度・施設分類別集計

６１％が築30年以上の老朽化施設

施設数 ９５４ 施設

人口増加を背景に行政サービスの充実を図るため、
多くの施設を建設

6 全国で報道された老朽化による学校事故

発生時期 自治体 発生事案の内容 発生原因

豊中市

（大阪府）

多度津町

（香川県）

熊本市

（熊本県）

西条市

（愛媛県）

久喜市

（埼玉県）
令和５年１０月

小学校の３階（高さ９ｍ）から
モルタル片が落下

学校の外壁の老朽化

令和６年７月
市立専門学校の天井から
40kgの石膏ボードが落下

雨漏りによる
天井材の不具合

令和６年２月
中学校校舎の屋上から
幅1.5ｍにわたり壁の一部が落下

学校の外壁の老朽化

令和６年11月
小学校校舎２階の廊下の天井から
コンクリート片が落下

天井の老朽化

令和６年９月
県立高校の教室の天井から
コンクリートが剥離落下

天井の老朽化

安全・安心であるはずの学校が老朽化によって事故を招くリスクに

延床面積割合
学校と住宅が

高知市の総延床面積の６１％

学校施設の老朽化度 約８８％

５７施設/ ６５施設

３６万㎡/ ４１万㎡

３５１棟/９０５棟

7 高知市の学校の現状と老朽化度 （築３０年以上）

8 既に耐用年数を超過している学校

学校名 舎屋 棟 延床面積 築年数

東舎 2,034.69 92

給食室 350.00 72

北西舎 管理・特別教室棟 1,685.94 71

南舎 特別教室棟②－１ 757.00 70

南舎 特別教室棟②－２ 251.88 67

南舎 特別教室棟②－３ 1,231.42 67

西舎 教室棟 758.66 67

体育館 屋内運動場棟 1,067.00 66

第四小学校 西舎 758.66 66

北舎 西棟 1,679.00 65

北舎 東棟 280.00 64

北舎 1,017.02 64

体育館 屋内運動場棟 1,676.02 64

北舎 普通教室棟 253.34 63

体育館 屋内運動場棟 1,013.34 63

体育館 渡り廊下棟 836.36 62

中舎 東棟 256.62 62

下西舎 特別教室棟・教室棟 2,533.44 61

北舎 普通・特別教室棟 2,064.63 61

南舎 特別教室棟 1,276.58 60

体育館 屋内運動場棟 332.00 60

給食室 給食室棟 2,687.15 60

潮江小学校

秦小学校

第六小学校

五台山小学校

潮江東小学校

朝倉小学校

江ノ口小学校

★

公共施設マネジメントに係る現状と課題



令和８年度（2026年度）から令和17年度（2035年度） 10年間

本市が保有する全ての公共施設（公共建築物及びインフラ系施設）

高知市公共施設長期保全計画
（Ｈ31.3策定） 高知市公共施設再配置計画

（Ｈ29.11策定、Ｒ6.3修正）

高知市個別施設保全計画
（Ｒ2.5策定）

高知市公共施設マネジメント基本計画
（Ｈ28.2策定、Ｒ3.8改訂、R8.3改訂）

高知市公共施設等総合管理計画
（Ｈ27.9策定、Ｒ4.3改訂）

高知市公共施設マネジメント
アクションプラン

2011高知市総合計画 後期基本計画 「持続可能な公共施設の提供」

高知市公共施設マネジメント基本方針 （Ｈ２６．３策定）

令和７年度の取組

高知市公共施設白書 （H27.3策定、Ｒ２．５改訂、Ｒ７．６改訂）

将来負担を過剰にしない
公共施設に係るマネジメントのアップデート

 実施サービスのアップデートに基づく施設の将来のあり方を検討
 過剰な将来負担としないための施設保有量、再整備方針のアップ
デート

 目指す将来の理想像と、取組方針、取組内容の明確化
 「公共施設等総合管理計画」との統合によるアップデート

１ 市民が全ての公共施設を安全・安心に利用できている
２ 市民の利用状況や社会的要求に合わせた機能を備えた公共施設となっている
３ 維持管理による財政負担が適正である
４ サービスが重複する公共施設は、市民の理解を得て複合化し世代を超えて親しまれるもの
となっている

5 複合化が難しい公共施設は、適正な配置、規模となっている
６ 公共施設を利活用した歳入確保策が確立している

取組項目 取組概要

①
管
理
の
最
適
化

（１）適切な施設点検の実施に
よる安全確保

法定点検の実施
「公共施設自主点検マニュアル」に基づく自主点検の実施促進

（２）適切な修繕の実施
「修繕一括査定」による財源の有効活用
緊急修繕必要時に備えた「公共施設マネジメント基金」の運用

（３）民間活力の活用 民間活力を活用したPPP/PFI、包括管理委託等、新たな維持管理方法の導入

（４）ライフサイクルコストの抑制
デザイン性が高いなど、将来の維持管理コスト増に繋がる建設・整備の抑制
建物の老朽度等に応じた適切な再整備手法（長寿命化）の検討
延床面積100㎡未満の建物の建替え時に、リース・レンタル等の比較検討を行う

②
機
能
の
最
適
化

（５）サービスの現状確認とサー
ビス内容のアップデートの検討

施設における実施サービスの状況や社会的要求を定期的に確認するとともに、
必要に応じて条例の見直し等を検討

（６）環境に配慮した施設の運用
「市有施設包括的エネルギー管理標準」に基づく省エネルギーの推進
本市施設における清掃工場の余剰電力の有効活用

（７）災害への備え 南海トラフ地震等の大規模災害時における行政機能や防災拠点の機能を確保
（８）バリアフリー化、ユニバーサ
ルデザイン化、環境への配慮

建物の新設、改修は、バリアフリー、ユニバーサルデザイン、環境に配慮した整備

③
総
量
の
最
適
化

（９）実施サービス分析に基づく
複合化の実施

取組（５）によって把握したサービスの現状を踏まえ、重複サービスを行う施設
の複合化を検討し実施

（10）同分類施設の統廃合の
実施

地域別分析、人口動態分析等に基づく配置、規模の適正化検討による統廃合を
検討し実施

（11）施設ごとのサービス分析
による保有量見直し

将来の利用者数、稼働率等の想定に基づき、必要なサービスを想定し、機能や
保有量の見直しを行う

（12）効果的な広報 複合化、統廃合等を進める上で、利用者、周辺住民へ説明を行うための広報

④
施
設
の

利
活
用

（13）ネーミングライツの導入、
運用

アピールポイントを的確に伝え、ネーミングライツパートナーの確保に努める

（14）遊休資産の利活用
行政目的での使用を終えた土地や建物について、「遊休資産利活用の手引き」
に基づき積極的な利活用を行う

▼ 長寿命化した場合、将来的には莫大な施設の建て替え費用が生じるため、

原則長寿命化は検討しないものとし、複合化や統廃合を早期に検討

▼ 令和36年度末までに耐用年数を迎える建築物について

① 建替え時における既存建築物と同構造と比較した

ライフサイクルコスト削減率５０％以上

② 建替え時における既存建築物からの延床面積削減率５０％以上 ３

1 計画改訂におけるテーマ

２ 本計画のポイント

３ 計画期間

4 対象施設

5 計画の位置付け

見直し 新
規
追
加

6 公共施設のあり方・理想像（令和36年度末時点）

7 具体的な取組内容

８ 将来負担の軽減に向けた目標削減量等 （建替え時の共通ルール）

高知市公共施設マネジメント基本計画



▼策定趣旨 ：高知市公共施設マネジメント基本計画に基づき、市が保有する膨大な公共施設を過剰な将来負担としないため、
施設の統廃合や集約化・複合化などサービスや施設の将来像を具体的に示す実施計画。

▼計画期間 ：令和９年度から令和１６年度まで

▼対象施設 ：個別施設アクションプラン／100㎡以上の公共施設に係る実施計画（410施設）
重点施設アクションプラン／100㎡以上かつ今後30年で耐用年数を迎える公共施設に係る実施計画（297施設）

▼目標削減量：今後３０年で耐用年数を迎える公共施設について、
① 建替え時における既存建築物と同構造と比較したライフサイクルコスト削減率５０％以上 又は
② 建替え時における既存建築物からの延床面積削減率５０％以上

▼イメージ図

297 施設
70.7万㎡

築年数の長い施設を中心
に見直し

100㎡以上

４１0 施設
106.4万㎡

個別施設ＡＰ 重点施設ＡＰ

高知市公共施設マネジメントアクションプラン

基本計画 全施設

４１0施設 １０6．4万㎡100㎡以上の公共施設

８3.9%

297施設 ７0．7万㎡

築２９年未満
113施設 ３５．7万㎡

築５０年以上
５７施設１８．６万㎡

１9.2%29.8%17.5%

築４0～４９年
1２５施設 3１.７万㎡

築３0～３９年
1１５施設 20.４万㎡

100.0%

55.8%今後30年で耐用年数を迎える施設

954施設 １26．８万㎡

33.5%

個別施設ＡＰ

重点施設ＡＰ

100㎡以上
かつ築30年以上

４

高知市公共施設マネジメントアクションプラン



行政サービスのアップデートと

持続可能な公共施設マネジメントについて

高知市公共施設マネジメント推進に係る講演会

令和８年５月19日

総務省「経営・財務マネジメント強化事業」アドバイザー
公認会計士・認定ファシリティマネジャー・博士（商学）

横田慎一

５



本講演の内容

1 公共施設マネジメントの必要性

2 行政サービスをアップデートするという考え

3 行政サービスを起点に公共施設をアップデートする

行政サービスへのニーズは時代に応じて変わるため、 その変化に

応じて行政サービスをアップデートする必要がある

≫ 公共施設の統廃合は進めるが、行政サービスはアップデートするという

「充実」に向けた議論

行政サービスをアップデートする

行政サービスとして何が求められているか、また、それがどのように変化
してきているかを考え続け、行政サービスをアップデートすることが重要

６



公共施設のアップデートの検討方法

貸室の利用状況
・平日は高いが、休日は低い
・利用者が限定的
・利用率は低下の傾向

近隣の公共施設

条例上の設置目的

障害者の自立支援及び高齢者の健康

増進を図ることによって、すべての市

民が互いの人権を尊重し、共に生き、

支え合うまちづくりの実現をめざす

• 障害者と高齢者の居場所を
提供している施設が老朽化

• 施設全体の利用率は高く、
近くの施設では全てを受け
入れられない

現
状

提供している行政サービス：「居場所づくり」

障害者 高齢者

家庭以外に安心・安全・快適に
過ごせる居場所を提供する

民間でも果たせる

当初のニーズは
いまだ残る

ニーズは
多様化している
（身体介助、フレイル予防、

社会活動・・・）

ほとんど休日
ほとんど
平日の日中

依然として
民間は少ない

民間施設も
増えてきた

利用者ごとに
細分化

公の責任で提供
し続ける必要性

利用状況

周辺施設

現在のニーズ

近隣公共施設へ
移転を検討

移転先の
利用率も
向上する

多様な
サービスが
選択できる

民間施設の
利用補助を検討

設置当初の目的

行政サービスのアップデート

７



• 人口減少に応じて施設を減らせない理由

– 人口がまばらに減る（人口密度が低下）

– 徒歩圏内（概ね２km以内）、自動車の日常生活圏内（概ね5km以内）などア
クセスが容易な範囲での公共施設に対するニーズがある

– 稼働率が低くても、少なからず公共施設を必要としている人（利用者）は存
在し続ける

人口減少に応じて公共施設を減らせない原因と複合化のススメ

近隣施設と複合化して住民ニーズにエリアで対応する必要がある

複合化（多機能化）は施設（ハード）を再整備する必要はない

施設の設置管理条例を見直すだけで複合化（多機能化）はできる

高知市の特徴：同じ行政サービスを様々な施設、様々な部署で実施している

８



公共施設のうち多くの面積を占める学校施設の複合化（多機能化）

◆ 教育環境・生活環境づくりの基本理念

– 児童・生徒が、夢や志をもち、自ら学び、自ら考え、目標に向かってたくましく生き
ることのできる力を育むために必要な、多様な学習形態に対応することができる
環境や、主体的に体を動かしたくなる環境を整備します

◆ 放課後活動の拠点づくりの基本理念

– 放課後における児童・生徒の居場所の一つとして、安心して様々な活動をするこ
とができる環境を整備します

◆ 市民生活の拠点づくりの基本理念

– 多様な人々が学校につどい、教育活動・放課後活動などを通じた連携・協働や、
スポーツ・生涯学習、地域活動その他の市民活動を通じて、市民が交流し活動す
る愛着ある地域拠点となるような環境を整備します

– 地域の防災拠点として災害時の対応を円滑に行うことができる環境を整備します

• 学校が「地域の核となる施設」として、空き教室やグラウンド、体育館等を地域開放する
など複合化（多機能化）する考えが一般に推奨されている

• 例えば、「町田市立学校の新たな学校施設整備の基本的な考え方（案）報告書」
（2021年３月）では、以下の考え方が示されている

上記のほか、将来の環境変化に柔軟に対応できる施設整備や、ライフサイクルコストが少

なくなるような施設整備について示されており、限られた財源のもとでも質の高い
教育が持続可能であるようにする取組が検討されている。

９



• 公共施設の統廃合は「総論賛成各論反対」とよく言われる

• 各論反対にあってきた過去の事例を振り返ると、住民や議会に対して「施設をなく
す」と急に言うことが反対の原因になっていた様子が伺える

施設はなくしても住民の居場所はなくさないという考え

急に居場所がなくなることには反対

住民の居場所をなくさないことに配慮

今までと概ね同じ条件（料金、優先枠）

で使える代替場所を用意

早くに住民、施設利用者の理解を得る

築30年以上の施設を「重点施設」として

設定し、10年後を考え今を行動

留意点：施設の住民ニーズは各施設所管部署が最も把握している。行政サービスがどうあるべ
きか施設所管課がしっかりと検討しながら、住民、施設利用者の思いを尊重する必要がある。

10



1

これからの学校の在り方について
１ 現状分析
２ 将来推計
３ これからの学校における課題

第25回高知市総合教育会議資料
令 和 ８ 年 ８ 月 ３ 日 （ 月 ）
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１ 現状分析

出典:令和7年度学校魅力化フォーラム行政説明資料＜文部科学省＞

2

全国の状況 児童生徒数の減とともに学校数も減

(校) (人)

①全国の児童生徒数と学校数



１ 現状分析

3出典:学校基本調査＜高知県＞

高知県の状況

高知県

H26年度内 香美市立佐岡小学校
（６校） 越知町立黒石小学校

越知町立片岡小学校
越知町立明治中学校
土佐清水市立宗呂小学校
大豊町立大田口小学校

H27年度内 室戸市立三高小学校
（６校） 越知町立横畠小学校

高知市立行川小学校
高知市立行川中学校
高知市立土佐山小学校
高知市立土佐山中学校

H28年度内 大豊町立大豊小学校
（２校） いの町立勝賀瀬小学校

H29年度内 黒潮町立馬荷小学校
（１校）

H30年度内 室戸市立室戸岬小学校
（３校） 中土佐町立笹場小学校

香南市立岸本小学校
令和元年度内 中土佐町立矢井賀小学校

（４校） いの町立三瀬中学校
黒潮町立伊田小学校
奈半利町立加領郷小学校

令和２年度内 四万十町立家地川小学校
（４校） 室戸市立中川内小学校

室戸市立中川内中学校
宿毛市立松田川小学校

令和３年度内 大豊町立おおとよ小学校
（５校） 大豊町立大豊町中学校

大川村立大川小学校
大川村立大川中学校
四万十市立八束中学校

令和４年度内 土佐清水市立貝ノ川小学校
（４校） 中土佐町立上ノ加江中学校

四万十市立後川中学校
高知県立高知南中学校 　　⇒ 高知県立高知国際中学校(H30新設)

令和５年度内 安芸市立清水ケ丘中学校
（５校） 安芸市立安芸中学校

津野町立精華小学校
宿毛市立橋上小学校
宿毛市立橋上中学校

令和６年度内 室戸市立元小
（２校） 土佐清水市立幡陽小

令和７年度内 須崎市立浦ノ内中
（３校） 須崎市立南中

須崎市立上分中

　　⇒高知市立義務教育学校行川学園

　　⇒高知市立義務教育学校土佐山学舎

　　⇒大豊町立大豊学園

　　⇒大川村立大川小中学校

　　⇒安芸市立安芸中学校

②高知県の児童生徒数と学校数



１ 現状分析

4

高知市の状況
H17.1鏡村・土佐山村と合併

H20.1春野町と合併

①

◆「特認校制度」スタート

出典:学校基本調査（各年度５月１日）

①小学校では昭和57年、中学校は昭和61年をピークとして全体的に減少傾向にある。
②児童数の減少が加速した御畳瀬小は、平成24年３月末をもって閉校となり、４月に⾧浜小と統合。
③土佐山小・中は「土佐山百年構想」の一環として、小学校位置に校舎を新築、平成27年に「小中一貫教育校」として開校。
④平成28年度から小中一貫教育を実施することを目的とする「義務教育学校」を創設。（行川学園、土佐山学舎）

←泉野小学校設置(S57)

←一宮東小学校
設置(S60)

←

十
津
小
学
校
設
置

←

横
浜
新
町
小
学
校

設
置

←

介
良
潮
見
台

小
学
校
・

横
内
小
学
校

設
置

←

旭
中
学
校
設
置

←

横
浜
中
学
校
設
置

S61
12,379人

S57
28,536人

※市立学校の状況

③高知市の児童生徒数

◆H24.3御畳瀬小閉校
（長浜小との統合）
◆H25.4はりまや橋小開校
（新堀小と追手前小の統合）

◆H27.4土佐山小・中
「小中一貫教育校」

◆H28.4 「義務教育学校」
行川学園・土佐山学舎創設

②

③

④
13,068人



１ 現状分析

5

小学校

35年で 約9,200人(約40％)の減少

三里小:82％の減少
五台山:74％の減少

浦戸小 :36人 五台山:60人
布師田小:47人 久重小:47人
鏡小 :27人

大幅な減少 100人未満（R８）

④高知市立小学校の状況

学 校 名 Ｈ３ Ｈ８ Ｈ13 H18 H23 H28 R3 R8

1 新 堀 小 364 295 246 313 273

2 追 手 前 小 246 178 141 229 174

3 第 四 小 305 267 236 417 401 376 314 279

4 第 六 小 175 152 116 155 157 191 186 186

5 江 ノ 口 小 518 367 274 281 230 214 204 179

6 江 陽 小 649 581 512 492 475 455 425 416

7 旭 小 1,069 949 559 463 474 355 336 335

8 旭 東 小 1,101 904 530 394 362 380 334 394

9 潮 江 小 701 568 500 445 455 410 294 221

10 潮 江 東 小 481 472 408 484 545 390 274 206

11 小 高 坂 小 576 471 395 384 316 322 380 319

12 昭 和 小 748 584 526 543 572 615 564 479

13 秦 小 977 727 586 623 737 767 717 616

14 初 月 小 809 850 916 973 857 762 704 686

15 横 浜 小 644 479 451 480 464 466 364 358

16 長 浜 小 739 688 660 593 565 463 340 221

17 御 畳 瀬 小 76 46 37 22 9

18 浦 戸 小 109 67 56 68 49 28 42 36

19 三 里 小 624 473 359 350 305 244 164 113

20 五 台 山 小 232 196 150 146 116 104 77 60

21 高 須 小 1,047 909 918 903 825 663 541 464

22 布 師 田 小 174 119 92 116 99 94 70 47

23 一 宮 小 556 536 510 496 464 508 433 379

学 校 名 Ｈ３ Ｈ８ Ｈ13 H18 H23 H28 R3 R8

24 久 重 小 94 92 77 49 68 50 60 47

25 行 川 小 25 20 22 26 25 行川学園へ統合

26 朝 倉 小 763 565 498 512 485 528 532 561

27 鴨 田 小 1,240 1,115 1,067 1,003 918 771 704 588

28 一 ツ 橋 小 544 447 336 305 329 329 363 291

29 介 良 小 714 962 437 515 482 461 383 340

30 大 津 小 727 751 738 620 596 587 547 478

31 朝倉第二小 967 867 829 917 956 811 771 714

32 潮 江 南 小 640 491 451 474 464 349 267 222

33 神 田 小 979 871 749 680 597 620 677 671

34 泉 野 小 917 718 559 611 557 549 595 435

35 一 宮 東 小 500 459 348 321 414 362 337 297

36 十 津 小 602 507 374 384 386 350 297 201

37 横浜新町小 523 761 666 584 529 506 533 442

38 介良潮見台小 630 621 354 272 220 192

39 横 内 小 619 610 503 546 694 633

40 鏡 小 82 55 54 43 27

41 土 佐 山 小 45 42 土佐山学舎へ統合

42 春 野 東 小 646 586 412 269

43 春 野 西 小 277 223 193 181

44 はりまや橋小 403 432 373

小 学 校 計 22,155 19,504 17,578 17,729 17,607 16,164 14,823 12,956



１ 現状分析

6

・R8年度は、R元年度と比較して、標準規模校・大規模校
が減少し、小規模校が増加している。

◆標準規模校⇒小規模校 ５校
（潮江小・潮江東小・潮江南小・十津小・⾧浜小）

◆大規模校⇒標準規模校 ２校
（高須小・泉野小）

⑤高知市立小学校等の通常の学級数

R8年度
学校数
小学校 8校

(通常の学級数) 第四

※県基準 小高坂

5校 横浜

江ノ口 一ツ橋

3校 三里 3校 介良 3校

浦戸 2校 五台山 2校 潮江東 一宮東 2校 2校 高須 2校 2校

行川 布師田 土佐山 第六 潮江南 1校 1校 春野東 旭 1校 江陽 大津 1校 1校 1校 1校 初月 朝二

鏡 久重 春野西 潮見台 十津 ⾧浜 潮江 はりまや橋 一宮 旭東 泉野 横新 昭和 朝倉 鴨田 秦 横内 神田

学級数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

R1年度
学校数
小学校 5校 5校 5校

(通常の学級数) 五台山 第四 旭 4校

※県基準 布師田 3校 潮江 小高坂 江陽 3校

2校 久重 第六 潮江東 ⾧浜 旭東 2校 昭和 2校 2校 2校

浦戸 1校 土佐山 1校 三里 潮江南 介良 一ツ橋 1校 1校 朝倉 大津 高須 神田 秦 1校 1校

行川 鏡 春野西 江ノ口 潮見台 十津 一宮東 はりまや橋 横浜 一宮 春野東 横新 泉野 横内 朝二 鴨田 初月

学級数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

17校 18校 6校

小規模校 標準規模校 大規模校

12校 21校 8校

小規模校 標準規模校 大規模校

※令和３年度からは１･２年生30人、３～６年生35人学級編成
（令和元年度は5･6年生40人学級）

※義務教育学校（前期課程）を含む



１ 現状分析

7

中学校・義務教育学校

潮江中:68％の減少
三里中:68％の減少

鏡中 :22人
行川学園:51人

大幅な減少

100人未満（R８）

35年で
約5,000人(約50％)の減少
（義務教育学校を除く）

全ての中学校で生徒数が減少

⑥高知市立中学校等の状況

学 校 名 Ｈ３ Ｈ８ Ｈ13 H18 H23 H28 R3 R8

51 城 北 中 776 724 667 606 516 426 370 399

52 城 西 中 634 505 377 298 342 335 324 266

53 愛 宕 中 945 770 598 486 458 483 494 522

54 城 東 中 733 640 453 352 342 327 411 435

55 潮 江 中 865 635 520 415 388 431 344 273

56 一 宮 中 1,022 733 628 506 500 506 545 464

57 青 柳 中 516 452 393 369 299 283 254 225

58 朝 倉 中 771 673 503 480 501 545 479 437

59 行 川 中 20 12 22 20 29 行川学園へ統合

60 三 里 中 613 491 396 269 294 255 252 191

61 南 海 中 423 371 331 258 224 211 172 151

62 西 部 中 1,106 938 761 615 563 543 521 518

63 介 良 中 338 364 418 404 425 323 276 214

64 大 津 中 338 313 299 281 259 251 258 196

65 旭 中 639 546 476 406 352 380 318 334

66 横 浜 中 473 472 416 366 335 316 357 295

67 鏡 中 45 34 26 32 22

68 土 佐 山 中 28 17 土佐山学舎へ統合

69 春 野 中 328 329 292 203

中 学 校 計 10,212 8,639 7,258 6,131 6,206 5,970 5,699 5,145

学 校 名 Ｈ３ Ｈ８ Ｈ13 H18 H23 H28 R3 R8

行 川 学 園 35 50 51

土佐山学舎 129 143 128

義務教育学校計 0 0 0 0 0 164 193 179

【中学校】

【義務教育学校】



１ 現状分析

8

・R4年度から１学級の人数が35人に変更されており、R8
年度は、R元年度と標準規模校・小規模校は同数である。

◆標準規模校⇒小規模校 １校 （潮江中）

◆小規模校⇒標準規模校 １校 （旭中）

・全体的に学級数は減少傾向である。

⑦高知市立中学校等の通常の学級数

R8年度
学校数
中学校 4校

(通常の学級数) 3校 三里

※県基準 行川 南海 2校 2校 2校 2校 2校

鏡 介良 1校 潮江 城西 城北 城東 1校 愛宕

土佐山 大津 春野 青柳 横浜 旭 朝倉 一宮 西部

学級数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

R1年度
学校数
中学校
(通常の学級数) 3校 3校

※県基準 行川 2校 2校 2校 2校 城北 2校 2校

鏡 1校 三里 青柳 介良 城西 城東 朝倉 愛宕

土佐山 南海 大津 春野 横浜 旭 潮江 西部 一宮

学級数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

12校 7校 0校

小規模校 標準規模校 大規模校

12校 7校 0校

小規模校 標準規模校 大規模校

※令和４年度からは全学年で35人学級編成
（令和元年度は１年生は30人、２･３年生は40人学級）

※義務教育学校（後期課程）を含む



１ 現状分析

9

（令和８年５月現在）

校区外通学とは・・・

児童生徒が通学する学校については、教育委員
会が定めた通学区域により指定していますが、特別
な事情があり許可を受けた場合に、指定学校以外
に就学する制度です。

（小学校合計:1,161人 中学校合計:344人）

【校区外通学の例】
①特認校制度

②留守家庭児童対策
第四小・浦戸小・行川学園では、全児童生徒数の半数
以上が制度利用者となっている。

⑧校区外通学・特認校制度

校区外通学・特認校制度
特認校

各学校固有の環境（自然環境・社会環
境・文化・特色ある教育活動など）のもと、心
身の健やかな成⾧を促し、豊かな人間性を培
い、明るく伸び伸びとした教育を希望する児童
生徒・保護者に対し、高知市教育委員会が
指定した学校（7校）において、校区外から
の入学（転校）を認める制度です。

放課後の児童のあずけ先が、親族・勤務先・
保護者の知り合い等の場合

学校名
校区外通学者数

(A)
うち　特認校制
度利用者数

全児童生徒数
(B)

校区外割合
(A)/(B)

146人

56人

60人

27人

29人

16人

5人

4人

13人

7人

30人

22人

62人

29人

345人

161人

52.3%279人

10.6%47人

80.6%36人

32.3%186人

第四小学校

合計 44.6%774人

48.4%128人

58.8%51人

47人 27.7%

土佐山学舎

行川学園

久重小学校

布師田小学校

浦戸小学校

第六小学校



１ 現状分析

小学校60学級減 通常の学級は124学級減

通常の学級
特別支援学級

は減少
は増加
中学校11学級増 通常の学級は17学級減

⑨高知市立学校の学級数の推移

学級数は…

10

通常の学級 特別支援
学級 通常の学級 特別支援

学級



１ 現状分析

築30年以上の建物が65％

⑩高知市立学校の施設老朽化

現代とのアンマッチも大きな課題

・和式トイレ
・壁掛け扇風機

など

子どもたちの安全安心の確保

多額の予算が必要

＋

11
出典:高知市立学校施設⾧寿命化計画（令和２年度）



２ 将来推計

12

高知市の将来推計人口

【令和７年】 33,200人 【令和32年】 22,400人
14歳以下人口 25年で約33％の減少見込

①高知市の将来推計人口

＜高知市公共施設マネジメント基本計画＞



２ 将来推計
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R8.4
小学1年生

R8.4
中学3年生

10年で約1,000人
の出生数減少

親世代人口（出産を考える世代）も減少しており、
早期に、かつ大きく出生数が増加に転じることは考えにくく、
将来の学校づくりに向けては“１学年1,700人程度”で考える必要がある。

高知市の出生数
②高知市の出生数

出典:高知市住民基本台帳



児童生徒数推移
小学校 中学校

児童数 生徒数 児童数 生徒数 小学校 中学校 小学校 中学校
H17 17,829 6,079 - - - - - -
H18 17,729 6,205 - - - - - -
H19 17,684 6,206 - - - - - -
H20 18,246 6,572 - - - - - -
H21 18,073 6,472 - - - - - -
H22 17,804 6,437 - - - - - -
H23 17,607 6,206 - - - - - -
H24 17,244 6,175 - - - - - -
H25 17,041 6,125 - - - - - -
H26 16,689 6,251 - - - - - -
H27 16,538 6,146 17,900 - 1,362 - 92.39% -
H28 16,257 6,041 17,736 - 1,479 - 91.66% -
H29 16,054 5,851 17,668 - 1,614 - 90.86% -
H30 15,822 5,829 17,547 9,024 1,725 3,195 90.17% 64.59%
R元 15,514 5,831 17,326 8,962 1,812 3,131 89.54% 65.06%
R2 15,310 5,797 17,221 8,898 1,911 3,101 88.90% 65.15%
R3 14,953 5,762 17,017 8,876 2,064 3,114 87.87% 64.92%
R4 14,754 5,594 16,796 8,774 2,042 3,180 87.84% 63.76%
R5 14,380 5,531 16,515 8,770 2,135 3,239 87.07% 63.07%
R6 14,116 5,362 16,304 8,671 2,188 3,309 86.58% 61.84%
R7 13,615 5,336 15,918 8,552 2,303 3,216 85.53% 62.39%
R8 13,068 5,214 15,346 8,451 2,278 3,237 85.16% 61.70%

最小 8,149 3,306 2,037 2,705 80% 55%
最大 9,167 3,907 1,019 2,104 90% 65%
最小 8,160 2,809 2,040 2,299 80% 55%
最大 9,180 3,320 1,020 1,788 90% 65%

R22

R18

私学他へ転出 公立進学率
年次

出生数からの本来

5,108

6,011

10,200

10,186

２ 将来推計

14

児童生徒数の将来推計
【推計方法】
・令和８年以降の出生数を1,700人として仮定
・市立学校への進学率は現状を踏まえて推計
（最大値・最小値を設定）

10年後（R18）の最小値

約２万人（71%）減

〇 小学生

約５千人（38％）減

〇 中学生

約９千人（73%）減

約２千人（37％）減

③児童生徒数の将来推計

現状の率から上限値と下限値を仮定



３ これからの学校における課題

15

①これからの学校の姿

これからの学校の姿
自ら学び、多様な他者と協働しながら、
未来を切り拓く子どもを育む

・「個別最適な学び」と「協働的
な学び」の充実
・情報活用能力の向上
・質の高い探究的な学び
・キャリア教育の推進

・心理的安全性の確保
・生徒指導の充実
・不登校支援
・特別支援教育の推進
・家庭との連携及び家庭支援

学びの充実と「生きる力」の育成 多様性を生かす教育の実現
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②今が転換するとき

人口減少は、学校の在り方を見直すための

「制約」であると同時に、「転換の契機」でもある。

教育資源の再編を、

今だからこそ進めることができるのではないか。

３ これからの学校における課題



３ これからの学校における課題

17

③学校の在り方検討の本質

縮小ではなく
アップデート

教育は未来そのもの

子どもたちにどのような教育環境を保証するのか
子どもたちが幸せな人生を送るために学校はどうあるべきなのか

「学校の在り方検討」の



３ これからの学校における課題

学校の在り方の見直し例

④見直し例

出典:令和5年度 学校の適正規模・適正配置及びより良い教育環境の実現に向けた部局横断的な検討
体制による学校施設に係る計画策定事例に関する調査報告書＜文部科学省＞ 18



３ これからの学校における課題

最後に…

⑤今後に向けて

学校は、児童生徒や保護者をはじめ、地域住民、各校卒業生など、多くの方が大切に
思っている場所です。

そのため、将来の学校の在り方を検討するに当たっては、丁寧かつ慎重に議論を進め
ていくことが重要だと考えています。

ただし、人口減少や少子高齢化、生活様式の多様化など、社会は大きく変わっています。

また、様々な教育課題がある中、未来を担う子どもたちへの教育の質の確保・向上を
図っていくためには、「ずっとこのまま」ではなく、時代に沿った教育環境を整備することが
不可欠です。

このため、高知市教育委員会として、これからの学校の在り方について検討を進めたい
と考えています。

19



０１

教育委員勉強会
（定例教育委員会後）

〇小・中学校の現状
について
・児童生徒数
・学校施設の状況

〇教育課題について

〇公共施設マネジメ
ントについて（全体）

０２

教育委員勉強会
（定例教育委員会後）

〇今後の教育委員会
の取組について 他

０３

政策討議

〇全庁の意識共有

０４

総合教育会議

（市長部局）
〇高知市人口の現
状等
〇公共施設マネジ
メント

（教育委員会）
〇これからの学校
の在り方

０５

経済文教常任委員会
任意報告

〇総合教育会議の
報告

０６

９月市議会定例会

〇内容について説明

０７

〇条例議案

〇予算議案

３月市議会定例会

令和８年５月 令和８年６月 令和８年６月 令和８年８月 令和８年８月 令和８年９月 令和９年３月

情報整理・内部協議 外部への発信・説明

基本方針作成

・全庁での意識共有
・議会等への説明
・教育委員会内にプロジェクトチームを設置
・これからの学校の在り方についての基本方針（素案）を作成開始
・令和９年３月市議会定例会への予算案等の提出

令和８年度の主な取組

20

令和８年度のスケジュール



基本方針（仮）

（1）適正な学校規模は？
・クラス替えはできた方が… ・部活動の選択肢 ・選択授業の多様性
・教員の担い手不足 ・運動会や音楽会などの学校行事

（2）適正な通学距離は？
・（国の考え方）小学校：４㎞以内、中学校：６㎞以内
・スクールバス ・通学費の補助

（3）新しい教育環境の整備
・多様な学びの場の創造 ・学力向上対策 ・不登校支援 ・ＩＣＴ教育

（4）地域コミュニティ等について（課題の抽出のみ）

・地域の拠点としての学校 ・防災機能

令和８年度：教育委員会事務局による素案を作成
令和９年度：市民アンケートを踏まえ、審議会で議論、策定

21



０１

定例教育委員会

〇委員委嘱について
（※議案審議）

０２

審議会 １回目

〇委員委嘱

〇委員長、副委員長の
選任

〇諮問

〇現状課題等について

〇アンケート内容につ
いて

０３

〇アンケート結果
（速報）

〇基本方針（素案）に
係る協議

０４

〇アンケート結果
（詳細）

〇基本方針（素案）
に係る協議

０５

〇基本方針（素案）に
係る協議

〇答申案協議（予定）

０６

〇答申案協議（予定）

０７

〇答申案協議（予定）

又は

〇答申
※別日の可能性
もあり

令和９年４月 令和９年５月 令和９年７月 令和９年９月 令和９年11月 令和10年１月 令和10年３月

令和９年度のスケジュール（案）

基本方針作成

・審議会における議論
・市民アンケート（子育て世帯対象）、教職員アンケート
・これからの学校の在り方についての基本方針作成に向けた取組
・学校運営協議会との情報共有

令和９年度の主な取組

審議会 ２回目 審議会 ３回目 審議会 ４回目 審議会 ５回目 審議会 ６回目

アンケート調査 パブリックコメント

学校運営協議会との情報共有

議会への説明

議会への説明

22



※令和７年８月８日 第５回調査研究協力者会議資料より
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高知市立学校教職員の働き方改革プラン 
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令 和 ８ 年 ２ 月 
高知市教育委員会 
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－ 目 次 － 

 

１ プランの趣旨・目的 ······································································ １ ～ ３ 

２ 目標 ·························································································· ４ ～ ７ 

３ 高知市立学校及び教職員一人一人における取組 ···························· ８ ～ 16 

取組１ 週当たり1日以上の定時退校日の設定 ··········································· ９ 

取組２ 長期休業中に少なくとも６日以上の学校閉庁日の設定及び積極的な 

休暇の取得 ················································································ 10・11 

取組３ 週当たり2日以上の部活動休養日の設定 ······································· 12 

取組４ 「学校と教師の業務の３分類」を踏まえた業務の見直し・ 

精選と組織的・計画的な取組 ························································ 13 

取組5 家庭・地域と取組についての共通認識の形成と連携･協働の推進 ······ 14 

取組６ 自身の勤務状況の客観的な把握と自己マネジメント ························· 15 

取組７ GIGAスクール構想の下での校務DX推進 ···································· 16 

 

４ 教育委員会における取組 ····························································· 17 ～ 23 

取組１ GIGAスクール構想の下での校務DX推進 ···································· 18 

取組２ 学校における業務を補助する人員配置の推進・拡充 ························· 19 

取組３ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進 ·················· 20 

取組４ 給食費の公会計化 ······································································ 21 

取組５ 学校における業務改善に係る取組を家庭・地域に周知 ····················· 21 

取組６ 教育委員会発出文書の全体量に係る縮減 ······································ 22 

取組７ 研修等の見直し··········································································· 22 

取組８ 学校閉庁日等における家庭・地域からの電話対応等 ························ 22 

取組９ 放課後や夜間等における関係機関と連携した生徒指導対応 ············· 23 

取組10 メンタルヘルス対策の推進 ··························································· 23 

５ 業務改善ポリシー········································································ 24 

６ 年間行動計画 ············································································ 25 

７ 関連資料 ··················································································· 26 ～ 36 



- 1 - 

 

１ プランの趣旨・目的  

⑴ プラン改訂の趣旨 

    本プランは、第 2期高知市教育振興基本計画において「基本目標Ⅴ 学びと育ちを支える教育

環境の向上」の「基本方針17 教職員の指導体制・指導環境整備の推進」として取組が位置付け

られています。 

併せて、本市における「教育職員に関する業務量管理・健康確保措置実施計画」として位置付け

取組を推進するものです。 

 

⑵ 高知市立学校教職員の働き方改革の目的 

 

 

 

 

 

⑶ プラン策定の経緯 

・ 平成30年１0月、高知市教育委員会｢高知市立学校教職員の働き方改革推進委員会｣設置 

・ 平成 31 年１月、文部科学省「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の

構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（中央教育審議会答

申）」、「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」を発出 

・ 平成31年３月、「高知市立学校教職員の働き方改革プラン」策定 

・ 令和２年１月、文部科学省「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の

服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置

に関する指針」告示 

・ 令和４年３月、高知市教育委員会「高知市立学校教職員の働き方改革プラン（第２期）」策定 

・ 令和５年９月、文部科学省「教師を取り巻く環境整備について緊急的に取り組むべき施策

（提言）」を踏まえた取組の徹底等について（通知）」 

・ 令和６年９月、文部科学省「「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための

環境整備に関する総合的な方策について（答申）」（令和６年８月27日中央教育審議会）を

踏まえた取組の徹底等について（通知）」 

・ 令和７年３月、高知市教育委員会「高知市立学校教職員の働き方改革プラン（第３期）」策定 

・ 令和７年９月、文部科学省「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措

置法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令の制定等について

（通知）」 

・ 令和８年２月、「高知市立学校教職員の働き方改革プラン（第３期）～高知市立学校教職員

に関する業務量管理・健康確保措置実施計画～」改訂 

教職員がワーク・ライフ・バランスを保ちながら、やりがいをもって働くことができるよう業務

を適正化することで、教師の学ぶ時間を確保し、自らの授業を磨くこと等を通じ、子供たちに

効果的でよりよい教育活動を行うことができる持続可能な教育環境の整備を行うことを目

的とします。 
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⑷ 本市の実態と課題 

〇 平成30年度・令和３年度・令和６年度の時間外在校等時間の比較（７・９・10月の平均） 

比較対象とした校数は異なりますが、プラン実施前の平成30年度以降、各学

校や個々の教職員の取組によって時間外在校等時間が減少しています。しかし、

依然として教職員の長時間勤務は続いており、更なる取組の推進が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 高知市立小・中・義務教育学校の時間外在校等時間の状況（令和６年度） 

下のグラフから見える傾向は、ここ数年の本市の傾向と同様です。本市立学校の

教職員の繁忙となる月は、４月から６月、そして 10月で、言うまでもなく、これ

らの月は、時間外在校等時間が80時間を超える教職員が増加する傾向があります。 

なお、その傾向は、中学校の教職員に顕著に見られております。 

また、義務教育学校は、時間外在校等時間が 80時間を超える月が、５月と６月

のみで、小学校及び中学校に比べ、時間外在校等時間が抑制されています。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

※ 平成 30年度（プラン 実施前）は、「学校現場における業務改善加速事業」研究モデル校 小７校、中３校の平均 
※ 令和３年度（プラン第２期 実施前）は、小・中・義務教育学校の全校（58校）の平均 
※ 令和６年度（プラン第３期 実施前）は、小・中・義務教育・特別支援学校の全校（59校）の平均 
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 平均

小学校 89% 93% 94% 98% 100% 97% 93% 97% 98% 99% 98% 95% 95.8%

中学校 86% 86% 89% 96% 100% 94% 92% 94% 98% 97% 96% 96% 93.6%
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小学校 46% 51% 57% 73% 99% 69% 55% 69% 77% 84% 79% 73% 69.3%

中学校 47% 50% 58% 72% 99% 62% 57% 64% 70% 72% 72% 83% 67.1%

義務教育学校 60% 67% 71% 74% 98% 88% 83% 86% 95% 100% 91% 95% 84.0%
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〇 高知市立学校におけるストレスチェック高ストレス者の割合 

これまで、月80時間を超えて業務を行う教職員は、ワーク・ライフ・バランス

が崩れ、ストレスチェックの結果において、高ストレスと判定される傾向が多く

見られております。この高ストレスが改善されないことによる心身への影響が懸

念されることから、各校において、「心理的・身体的な業務への負担感軽減に向け

た取組」や「職場におけるより良い対人関係の構築」など、ストレスチェック結

果等を基にした、職場環境の改善が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑸ プランの対象期間 

令和７年度から令和９年度までの３年間とします。ただし、国の情勢等によっては、期間中に

おいても適宜見直しを行うものとします。 

 

⑹ プランを進めるにあたって 

働き方改革を進めるにあたっては、業務を改善することが目的とならないよう、「子

供たちに効果的でよりよい教育活動を行うことができる持続可能な教育環境の整備を行う」と

いう働き方改革の目的のもと、各校の実態に応じた取組を推進してください。その際、

教職員自らが時間管理の意識を高めつつ、より裁量性を持って業務を進めることがで

きるようにするには、校長等の管理職が、リーダーシップを発揮して学校における働

き方改革を進めることが重要です。また、時間外在校等時間が特に長時間となってい

る教職員に対しては、現状を丁寧に確認した上で、業務分担の見直しや適正化など、

目に見える形で働き方を改善していくための具体的な手立てを最優先で講じる必要

があります。 

高知市教育委員会におきましても、時間外在校等時間が特に長時間となっている教

職員が在籍する学校にヒアリングを実施する等、教職員のメンタルヘルス対策に取り

組んでまいります。併せまして、教職員の働き方改革について、総合教育会議にて現

状や課題、取組等を報告し、市長事務部局と教育委員会とが一層の連携を図り、地方

公共団体全体として、教師を取り巻く教育環境整備に取り組むなど、学校の取組を支

援する伴走者としての役割を担っていきます。 

  

12.7%

11.2%

12.0%

13.4%

14.7%
15.0%

10.0%

11.0%

12.0%

13.0%

14.0%

15.0%

R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

高ストレス者の割合

令和元年度から令和６年度における高ストレス者の割合 

受検率    76.6％         78.7％         87.2％        85.9％         90.8％         96.0％ 
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２ 目標  
 

 

 

 
 

 
 

 

 

業務改善ポリシーでは、年間における月時間外在校等時間45時間以内、及び80時間超過

の教職員の割合を示しております。 

 

※ 「在校等時間」とは･･･ 

学校に在校している時間（校外での業務や休日・週休日の業務を含む）から、休憩時間と

業務外の時間及び自己研鑽の時間を除いた時間。 

※ 「時間外在校等時間」とは･･･ 

在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間。 

※ 「自己研鑽の時間」とは･･･ 

上司からの指示や児童生徒・保護者等からの直接的な要請等によるものではなく、日々の

業務とは直接的に関連しない、業務外と整理すべきと考えられる時間。（例：教師が専門性や

教養を高めるために学術書や専門書を読んだり、教科指導や生徒指導に係る自主的な研究会

に参加したりする時間。） 

 

 

○ 勤務時間・健康管理を意識した働き方の推進 

子供たちの豊かな学びと成長のためには、教職員が心身ともに健康で、活き活

きとした姿で子供たちと向き合うことが重要と考えます。 

そのため業務従事時間に一定の枠組を設け、最優先の課題として、時間外在校

等時間が月80時間を超えて業務を行う教職員をゼロにすることに取り組みます。 

また、時間外在校等時間が月45時間を超えると健康障害のリスクが徐々に高ま

るとされており、全ての教職員が上の目標を達成できることを目指し、制度や取

組の見直し・改善を行っていきます。 

なお、上の目標は、本プラン実施における目標値であり、時間外在校等時間が

45時間まで許されるという意味ではなく、可能な限り時間外在校等時間の縮減を

目指していきます。 

 

 

 

  

教職員時間外在校等時間 月当たり 45時間以内100％ 

教職員時間外在校等時間 月当たり 80時間超過０人 

ストレスチェックにおける高ストレス者の割合 12％未満 

目 標 
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期待される効果 

○ 子供たちに対してよりよい教育を実現 

～教職員と子供たちのウェルビーイングの確保～ 

教師のこれまでの働き方を見直し、長時間労働の是正を図ることで教師の健康を

守ることはもとより、教師のウェルビーイングを確保しつつ、高度専門職である教

師が新しい知識・技能等を学び続け、子供たちに対してよりよい教育を行うことが

できるようにすることを期待します。 

このようなことから、教職員が心身の健康を維持し、やりがいと責任をもって働

くとともに、家庭や地域における生活との調和を図ることにより、仕事と生活が相

乗効果・好循環を生む「ワーク・ライフ・バランス」に対する意識が涵養されると

考えます。 

 

※ ウェルビーイング（教育振興基本計画 令和５年６月16日閣議決定） 

身体的・精神的・社会的に良い状態であることを表すもので、短期的な幸福の

みならず、生きがいや人生の意義など将来にわたる持続的な幸福を含むものであ

る。また、個人のみならず、個人を取り巻く場や地域、社会が持続的に良い状態

であることを含む包括的な概念である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：文部科学省HP（藤江陽子 総合教育政策局長へのインタビュー）から 

 

  

子供たちのウェルビーイングが家庭や地域、社会に広がっていき、その広がりが多様な個人を支え、
将来にわたって世代を超えて循環していく姿の実現が求められる。 
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○ ｢児童生徒に向き合うことができる時間｣の創出 

教職員が適切に休暇を取得して心身の健康を維持し、家族とゆっくりと過ごした

り、自己研鑽や自身の趣味にも打ち込めたりするような、プライベートの時間を確

保することができる環境づくりを目指します。 

また、肥大化した業務の見直し・精選を進めることにより、今までよりも心身と

もに「ゆとり」をもって自身の業務に専念できる環境づくりを目指します。個に応

じた授業方法や教材教具の研究、児童生徒理解など、これまで以上にじっくりと「児

童生徒に向き合うことができる時間」の創出を目指します。 

これらにより、これまで以上に活気あふれる学校現場となることを期待します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 教職員の「働きやすさ」と「働きがい」の両立 

業務の適正化を進め、教職員が心身ともに充実して、活き活きと子供たちと接す

ることができる持続可能な教育環境の整備を目指します。 

これにより、日々の生活の質や教職人生を豊かにするなど、教職員のウェルビー

イングを向上させることを期待します。 

 

 

※ 仕事と生活の調和＝ワーク・ライフ・バランス 

（仕事と生活がお互いを充実させる相乗効果を生み、好循環すること） 

 

 

 

  

私生活でのリフレッシュ 

私生活でのスキルアップ 

仕事への意欲 

仕事の効率化 

仕事の充実 

生活の充実 

令和６年６月５日に高知市不登校支援推進協議会から、「高知市の新たな不登校

支援に向けた提言」が出されました。その５つの提言の 1つ目に「教職員が子ども

と向き合うことができる時間の確保」が挙げられており、具体的には、「教職員の

働き方改革を推進したうえでの長期休暇後の緩やかなスタートやカリキュラムの工

夫など、子どもと向き合う時間を創出する必要がある。」と書かれております。 

また、「教職員に期待できる効果」として、「子どもと触れ合う時間や教材研究の

時間など、教職員が主体的に取り組みたいことの時間を確保できることで、教職員

の仕事へのやりがいや意欲が高まる。」が挙げられています。 
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○ 高知市立学校教職員の働き方改革プラン【第3期】における具体的な取組について 

令和７年９月、文部科学省から発出された「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与

等に関する特別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令

の制定等について（通知）」に含まれている、改訂された「学校と教師の業務の３分類」と

本プランの各取組と特に関係するものを、相互に確認できるようにしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「学校と教師の業務の３分類」と本プランの取組等との関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校以外が担うべき業務 
教師以外が積極的に 

参画すべき業務 

教師の業務だが負担軽減を 

促進すべき業務 

111 【P14】 

121 【P23】 

131 【P18】【P21】 

141 【P14】【P20】【P36】 

151 【P23】 

161 【P22】【P35】 

171 【P19】【P36】 

181 【P35】 

191 【P19】 

1101 【P13】 

1111 【P14】 

1121 【P14】 

1131 【P12】 

1141 【P33】 

1151 【P16】【P18】 

1161 【P16】【P18】 

1171 【P19】 

1181 【P13】 

1191 【P19】 

※ 【P33】【P35】【P36】については、標準的な職務の内容または積極的に参画する職務の内容に記載 
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３ 高知市立学校及び教職員一人一人における取組  

高知市立学校は、教職員が心身の健康を維持し、活き活きとした姿で子供たちに向き

合うことができるよう、業務従事時間に一定の枠組を設けます。これにより、過剰な時

間外在校等時間を抑制するとともに、休暇の取得を促進します。働き方改革の趣旨を家

庭・地域にもご理解いただいた上で、高知市立学校で実施します。 

また、業務従事時間の枠組を設定するだけでなく、業務の見直しを進めることが必要となりま

す。各学校においては、児童生徒の実態に応じて注力すべき事項を明確にし、業務の精選に向

けた協議を進めてください。 

なお、学校における業務が肥大化している現状の中、学校教育活動は教職員の熱意によっ

て支えられていますが、それによりワーク・ライフ・バランスが整いにくい現状もあります。今後は、

本プランや各学校で話し合った取組をもとに、自身の心身の健康を維持するとともに、業務の

適正化を図り、自身の業務に専念できる環境づくりに努めてください。教職員一人一人の取組

によって、持続可能な教育環境が形成されます。 

 

  

取組１ 週当たり1日以上の定時退校日の設定 

取組２ 長期休業中に少なくとも６日以上の学校閉庁日の設定及び積極的な休暇の取得 

取組３ 週当たり2日以上の部活動休養日の設定 ···································· 【３分類13関係】 

取組４ 「学校と教師の業務の３分類」を踏まえた業務の見直し・精選と組織的・計画的な取組 

                                                   ······················ 【３分類10 18関係】 

取組5 家庭・地域と取組についての共通認識の形成と連携･協働の推進··· 【３分類  1   4  11 12関係】 

取組６ 自身の勤務状況の客観的な把握と自己マネジメント 

取組７ GIGAスクール構想の下での校務DX推進 ································· 【３分類15 16関係】 
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〈★具体的な取組★〉 

・ 実施日は各学校で設定し、原則として、全教職員が一斉に退校することとします。 

・ 全ての高知市立学校で、週当たり１日以上の定時退校日における実施率（設定し

た日の定時［各学校の設定時刻］に退校できた教職員の割合）100％を目指します。 

 

〈☆ポイント☆〉 

※ 実施日や退校時刻は学校ごとに異なるため、教育委員会との連名で各学校から

家庭・地域へ周知すること。 

※ 定時退校日の目的や取組の方法等を各学校で事前に協議しながら計画的に取り

組むこと。 

※ 定時退校日に業務が入っている場合や急な業務等で退校できなかった場合、前

後一週間の間で見通しをもって定時退校に取り組むこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組１ 週当たり1日以上の定時退校日の設定 

 

〇 定時退校日に急な業務等がある場合、管理職等は近日中の別日に定時退校をす

るように促す。 

〇 校時の工夫（帯タイム見直し、掃除回数削減等により下校時刻【16:00～16:15】

等の繰り上げ）。 

⇒ 放課後における教材研究等の時間確保。 

〇 学期始めと学期終わりの校時（短縮または掃除なし）の工夫。 

⇒ 子供たちのゆとり時間の確保と繁忙期における 16：00 以降の教職員の時間

確保。 

〇 オリジナルボードに自身で設定した退勤時刻を示すなど、退勤時刻を見える化。 

⇒ 事前に宣言することで、正規の勤務時間の意識付け。 

〇 定時退校につながるスローガンを教員が作成し、定時退校日に職員室のモニター

に掲示。 

〇 部活動休みを徹底する（試合前であっても活動は行わない、定時退校日に部活動

休養日とする）。 

 

各 学 校 の 取 組 事 例 

 

 

 定時退校日の取組を継続して進めることで、自分の業務を計画的に進める意識やメ

リハリをつけた働き方を行う意識が高まります。また、教職員同士が互いに助け合う

職場風土の醸成にもつながります。 
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〈★具体的な取組★〉 

○ 学校閉庁日の設定 

・ 学校閉庁日においては、対外的な業務を行う必要がない勤務日とするため、日直

等を置かず、電話の対応等も必要ありません。 

・ 勤務日の扱いとなるため、閉庁日の勤務を禁ずるものではありませんが、振替休

日の有効活用や、年次有給休暇・夏期特別休暇等の積極的な休暇取得を推奨します。 

・ 原則、閉庁日は部活動も休養日とします。大会等の都合によりやむを得ず休養日

を設けることができなかった場合は、別日に休養日を振り替えることとします。 

・ 夏季休業中の閉庁日は、休日（土日祝）を含まない平日の原則連続４日以上とし

ます。また、冬季休業中の閉庁日は、原則（高等学校を除く）１日以上とします。 

・ 閉庁期間については、働き方改革の趣旨に沿った効果的な実施となるよう、年度

ごとに休日（土日祝）との兼ね合いを考慮して、高知市教育委員会が高知市立学校

一斉の閉庁日を決定します。閉庁日が決まり次第、速やかに学校へお知らせすると

ともに、高知市広報誌「あかるいまち」等を通じて家庭・地域へ周知します。 

・ 原則、高知市立学校一斉の閉庁日としますが、地域行事等の都合がある場合は閉

庁日を変更して構わないものとします。 

・ 夏季休業中及び冬季休業中においては、各学校の状況に応じて、教育委員会に事

前に連絡をしたうえで、市で設定した学校閉庁日以外にも学校閉庁日を増やすこと

ができるものとします。 

・ 閉庁期間中における家庭からの緊急連絡については、教育委員会が窓口となり、

当該学校の管理職等へ連絡します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組２ 長期休業中に少なくとも６日以上の学校閉庁日の設定 

及び積極的な休暇の取得 

※1 小・中・義務教育・特別支援学校は夏季休業中原則連続４日以上 

※2 高等学校は４日以上 

 

 

 

夏 季 休 業 中  冬 季 休 業 中 

４日 11 校（18％） １日 29 校（49％） 

５日 14 校（23％） ２日 30 校（51％） 

６日 16 校（27％） ※ 高等学校を除く 

７日 ４校（７％） 

８日 15 校（25％） 

 

※ 高知市立小学校、中学校、義務教育学校、高等学校※2、特別支援学校 

令和６年度の実施状況 

長 期 休 業 中 

４日 １校※2（２％） 

５日 ９校（15％） 

６日 12 校（20％） 

７日 ９校（15％） 

８日 11 校（18％） 

９日 ５校（８％） 

10 日 13 校（22％） 
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○ 積極的な年休取得 

・ 教師のこれまでの働き方を見直し、長時間勤務の是正を図ることで、教師の健康を守る

ことはもとより、日々の生活の質や教職人生を豊かにするなど教師のウェルビーイングを向

上させることが重要です。 

・ 自らの人間性や創造性を高め、その意欲と能力が最大限発揮できる勤務環境を整備し、

教師がその高い専門性を大いに発揮できるようにすることにより、子供たちに対してよりよ

い教育を行うことができるようになります。 

・ 計画年休や長期休業中の学校閉庁日等を活用し、休暇の積極的な取得を奨励します。

土日や祝日、取得した休暇における余暇を心身のリフレッシュのために活用することができ

れば、仕事への意欲につながります。また、趣味や居住する地域に貢献するための時間な

どとして活用することができれば、自身の体験から得られた知見が授業等で児童生徒へ

還元されていくものと考えます。 

・ 余暇を利用した、積極的な自己研鑽も大切です。自身のスキルアップは児童生徒へ還

元されるとともに、自身の業務を早く正確に完了させ、新たな余暇の創出につながります。

また、業務にはチームとして当たることを常としますが、自身のスキルを発揮することができ

れば他者の負担を軽減することにもつながります。 

・ 日頃から、自身の年休残日数を把握し、学校閉庁日等を踏まえて、計画的に年休を取

得することが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〇 全教職員が、学期に１日以上計画的に年休が取得できるように、学期ごとに次学

期の年休取得日の希望調査を行い、各教職員の年休取得日に合わせて、事前に教務

主任等が時間割の調整を行う。 

各 学 校 の 取 組 事 例 
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〈★具体的な取組★〉 

・ 週当たり２日（平日１日、土日１日）以上、休養日を設けることを基準とします。

働き方改革推進のためには、高知市立学校全体で基準を遵守することが重要です。 

・ 大会等の都合によりやむを得ず休養日を設けることができなかった場合は、大会

等の終了後に休養日を振り替えることとします。 

・ 定時退校日と重ねて休養日を設ける、学校閉庁日と重ねてオフシーズンを設ける

等の計画的な実施が、生徒・教職員にとって適切な休養につながります。 

 

〈☆ポイント☆〉 

※ 令和２年に文部科学省から発出された「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革

について」では、「令和５年度以降、休日の部活動の段階的な地域移行を図るとと

もに、休日の部活動の指導を望まない教師が休日の部活動に従事しないこととす

る。」と示されています。この「部活動の地域移行」については、「教育委員会にお

ける取組２」を参照してください。 

※ 高知市運動部活動ガイドライン（文化部活動もこれに準ずる）で示されている適

切な休養日等は、成長期にある生徒が教育課程内の活動、部活動、食事、休養及び

睡眠等の生活時間のバランスの取れた生活を送ることができるよう設定されてい

るものですが、学校の働き方改革の観点からも、全ての中学校・義務教育学校後期

課程・特別支援学校がこれを遵守してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組３ 週当たり2日以上の部活動休養日の設定 

【中学校・義務教育学校後期課程・特別支援学校のみ】 

 

〇 部活動の完全下校時刻を、年間を通して１８：００に設定している。 

  ⇒ 教職員で部活動の教育的意義を確認、教員及び生徒への最終退校時刻の意識付け。 

〇 試合前であっても活動は行わないなど、部活動休養日を徹底する。 

〇 短時間で、効果的・効率的な練習方法を取り入れるように工夫している。 

〇 各部活動の目的を明確にし、その目的に合った活動となるように取り組んでいる。 

各 学 校 の 取 組 事 例 

 

【「３分類」1３関係】 
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〈★具体的な取組★〉 

・ スクラップアンドビルドを原則として、現在の教育活動に合わせた、業務の見直し・精選及

び校務分掌の見直しを進めます。 

・ 児童生徒の実態に応じて業務に優先順位を付け、学校として何に注力するべきかをしっ

かりと共有することが肝要です。注力するべきことに関連が薄い業務は縮小・廃止（スクラッ

プ）し、必要な業務を拡大・新設（ビルド）するなど、効率よく目的を達成できるような学校マ

ネジメントが求められます。全体として業務量を縮減しながら、効率的に教育の質の維持・向

上を図ることで、ゆとりをもって業務に臨める環境づくりを目指します。 

・ 管理職のリーダーシップのもと、業務改善検討委員会（企画・運営委員会等、各学校に既

存の委員会を活用することで構いません）等で協議の上、業務の見直し・精選を組織的・計

画的に進めることが重要です。 

・ 標準授業時数を大幅に上回っている（各学年の標準授業時数にプラス 70単位時間

を超えて）教育課程を編成している場合は、見直すことを前提に点検を行い、指導体

制や教育課程の編成の工夫・改善等により、指導体制に見合った計画を行います。 

・ 学校行事の教育的価値を検討し、教育上必要とされるものに精選することや、より充実し

た学校行事にするため、行事間の関連や統合を図ることなど、学校行事の精選・重点化を

図ります。 

・ 特別活動、生徒指導、進路指導及び設備の管理等の業務が、管理職や特定の教職員

に固定されることがないように役割の平準化を図ります。 

 

〈☆ポイント☆〉 

※ 学校教育の質の向上のために、教師が教師でなければできないことに集中できる

ようにすることが重要と言われていることから、「学校と教師の業務の３分類」に基

づく 19の取組について、学校や地域の実態を踏まえて取り組むこと。 

※ 適切な役割分担により、個人の業務量に大きな偏りが無いよう校務分掌についても協

議すること。また、個人で業務を抱え込むことなく、チームとして業務に当たり、個々の教職

員の負担を減らすことができるよう、担当の複数化や関係機関との連携等、支援体制も考

慮した組織マネジメントを心がけること。 

  

取組４ 「学校と教師の業務の３分類」を踏まえた業務の 

見直し・精選と組織的・計画的な取組 

【「３分類」10 １８関係】 
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○ 業務改善を効果的に進めるためには、取組について家庭・地域に周知し、共通認識を得 

ることが重要となります。 

 

〈★具体的な取組★〉 

・ 定時退校日を学校だよりや行事予定表で周知したり、PTA総会や学校運営協議会、地

域学校協働本部等で積極的に学校の働き方改革の意義や取組を情報発信したりすること

で、家庭・地域と共通認識を形成していきます。 

・ 効果的に働き方改革を進めるために、積極的に地域や外部の人材等を活用したり、各種

関係機関と連携体制を構築したりしていきます。 

 

〈☆ポイント☆〉 

※ 学校閉庁日などの高知市立学校共通の取組については、全市一斉に教育委員会か

ら「実施日」や「対応」等の周知がなされますが、学校ごとに異なる取組の詳細（定

時退校日の実施日・時間、学校独自の取組等）については、各学校から家庭・地域

へ周知すること。 

※ 高知市教育委員会策定の「高知市運動部活動ガイドライン」（文化部活動もこれに

準ずる）を踏まえ、適切な部活動運営の在り方等について保護者や地域の方々に周

知徹底を図り、部活動顧問教員の負担軽減を図ること。 

※ 保護者や地域住民等の理解・協力を得ながら取組を進めていくために、学校運営

協議会と地域学校協働活動の一体的推進に更に取り組むこと。特に学校における働

き方改革について、学校運営協議会等の場で積極的に議題として取り扱うこと。 

※ 留守番電話の導入にあたっては、事前に「保護者等からの折り返し連絡を踏まえ

た最終連絡時刻設定」等を教職員で協議することはもちろんのこと、留守番電話を

導入する目的や教職員で協議した内容を学校運営協議会やＰＴＡ執行部等と確認し

た上で、保護者や地域の方へ周知すること。  

取組５ 家庭・地域と取組についての共通認識の形成と連携・協働

の推進 

〇 社会科見学の見守りや、授業の支援（家庭科のミシン縫いの学習、特別活動における職業に

関わる講師等）について、地域の方の協力を得る。 

⇒ 学校運営協議会で行事予定等について支援を要するものを共有しておく。 

〇 地域コーディネーターが中心となり、地域ボランティア等の関係機関との連絡調整を行う。 

〇 学校運営協議会において、働き方改革を議題に取り上げたり、保護者や地域に、働き方改革

についての文書を発出したりする。（部活動の完全下校時刻、短縮校時、国の緊急提言等につ

いて）⇒ 保護者や地域の理解につなげる。 

各 学 校 の 取 組 事 例 

 

【「３分類」 1   4  １１ １２関係】 
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○ 勤務時間の正確な把握は、働き方改革を進めていく上での出発点となります。出

退勤管理システム等で、自身の勤務状況を客観的に把握し、自己マネジメントをすること

が重要です。 

 

〈★具体的な取組★〉 

・ 個人で業務を抱え込むことが無いように、専門性を有する教職員や関係機関と連

携し、チームとして業務に当たることを常とします。 

・ 出退勤管理システム等では、正確な記録をとり、自身の勤務状況を把握して、振り返りを

します。 

・ 管理職は、教職員一人一人の勤務状況を把握するために、出退勤管理システムの「時間

外在校等時間一覧」等を活用し、在校等時間を確認するとともに、学校内の業務分担を見

直します。そのうえで、教職員間の業務量の平準化、時間外在校等時間の短縮に向けた助

言や健康維持に向けた注意喚起を行います。 

 

 

〈☆ポイント☆〉 

※ 校外において職務に従事している時間についても、できる限り客観的な方法による計測

をすること。 

※ 始業時刻や終業時刻、業務時間や休憩時間といったタイムマネジメントの意識や、

仕事に優先順位をつけてスケジュールを立てるといったタスクマネジメントなど、定時退校

を基本とする考え方に基づく自己マネジメントに努めること。 

※ 業務や校務分掌を見直すとともに、教職員一人一人が自己マネジメントを心がけること。 

（例えば、１日当たり15分間程度早く帰宅することで、月当たりの時間外在校等時間を５時

間以上短縮することができる。） 

※ 自宅等に持ち帰って業務を行うことは、ワーク・ライフ・バランスが崩れることや、個人情

報の取扱いの観点から（個人情報流出等の）課題が発生する恐れがあることから、各自

がタイムマネジメント及びタスクマネジメントを意識した働き方に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組６ 自身の勤務状況の客観的な把握と自己マネジメント 

 教職員が十分な生活時間や睡眠時間を確保し、心身ともにゆとりを持ち教育活動を

行うことができるよう、11時間を目安とする「勤務間インターバル」を意識した働

き方を心掛けることが大切です。 

 



- 16 - 

 

 

 

 
 

○ ICTを「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実に必要不可欠なツールと

して活用するとともに、校務のデジタル化を推進し、教職員の負担軽減や業務の効率化を図

っていくことで、学習指導や学校経営の高度化と質的向上を目指すための意識改革が求め

られます。 

 

〈★具体的な取組★〉 

・ 統合型校務支援システムの活用や、クラウド環境の活用推進など、「校務 DX」「学びの

DX」の推進により、校務効率化の推進を図ります。 

 

〈☆ポイント☆〉 

※ AI型デジタルドリルの活用により、児童生徒の基礎・基本の習熟及び定着を図るととも

に、教材の配付・回収・採点の省力化に取り組むことで、児童生徒と向き合う時間の創出

につなげること。 

※ 標準的なGIGAスクール環境（児童生徒１人１台端末、教師1人1台端末、クラウド環境）

の下で「学びのＤＸ」を図っていくとともに、クラウドツールの積極的な活用による教職員の

負担軽減、コミュニケーションの活性化を推進していくこと。 

※ 「統合型校務支援システムの活用による会議資料のペーパーレス化や校務処理の負担

軽減」、「スケジュール管理のオンライン化」や「学校と保護者等の連絡手段を原則として

『高知市立学校家庭連絡システム』を活用すること」、「クラウド環境を活用した教材、教具

のデジタル化」など、各学校の実態に応じて校務の効率化を推進していくこと。 

※ 教職員と保護者間、教職員と児童生徒間、教職員間での連絡・情報共有手段のデジタ

ル化を図り、「校務ＤＸ」を推進していくこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組７ GIGA スクール構想の下での校務DX推進 

〇 高知市立学校家庭連絡システムの活用。 

⇒ 通信や事務文書の電子化を図り、紙の配付物の削減につなげる。 

⇒ 朝の欠席連絡を受けた後、担当がスプレッドシートにて共有し、担任は教室で確認すること

で、児童生徒支援の時間に充てる。 

⇒ アンケート機能や日程調整機能を活用し、学期末懇談の日程希望調査を実施する（保護者

へ事前に周知）。 

〇 Chatを活用し、教職員間とのやり取りを即時的に行う。 

 ※ 配信する内容は軽重をつけた上で、配信方法（掲示板、Chat、 高知市立学校家庭連絡シ

ステム等）を使い分ける。 

〇 学校独自の共有フォルダを作成し、教材や学習指導案等を共有する。 

〇 長期休業中の教職員の動静表を電子データで管理する。 

〇 進路説明会や修学旅行説明会等は、オンライン形式で配信する（期間限定で配信）。 

各 学 校 の 取 組 事 例 

 

【「３分類」１5 １６関係】 
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４ 教育委員会における取組  
 

学校が効果的に業務改善を進めることができるよう、事務業務の電子化や人員の配

置、緊急時の対応等、支援体制を構築します。 

また、定期的に本プランの見直し・修正を行うとともに、必要な人員や物品を配置す

るための予算確保にも努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組１ GIGAスクール構想の下での校務DX推進 ·························· 【３分類 3  15 16関係】 

取組２ 学校における業務を補助する人員配置の推進・拡充 ·············· 【３分類 7   9  17 19関係】 

取組３ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進 ······· 【３分類 4 関係】 

取組４ 給食費の公会計化 ···························································· 【３分類 3 関係】 

取組５ 学校における業務改善に係る取組を家庭・地域に周知 

取組６ 教育委員会発出文書の全体量に係る縮減 ··························· 【３分類 6 関係】 

取組７ 研修等の見直し 

取組８ 学校閉庁日等における家庭・地域からの電話対応等 

取組９ 放課後や夜間等における関係機関と連携した生徒指導対応··· 【３分類 2 関係】 

取組10 メンタルヘルス対策の推進 ················································ 【３分類 5 関係】 
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〈★具体的な取組★〉 

・ 統合型校務支援システムの活用によって、教職員の勤務状況を客観的に把握する

とともに、校務処理や事務処理等の効率化を図り、教職員の業務負担軽減を目指し

ます。 

・ 学校と保護者間の連絡手段の迅速化・効率化を進めるために導入した「高知市立

学校家庭連絡システム」の活用により、学校からの連絡や文書の発信、アンケート

の配付・回答自動集計の活用を進め、欠席連絡や健康連絡等の機能の活用促進を図

ります。 

・ 児童生徒のスタディログ（学びの記録）を自動的に集約・分析・加工して視覚的

に分かりやすく一覧化した「高知家まなびばこ・スタディログダッシュボード」の

運用などにより教員の負担を軽減しつつ、優れた指導方法等の共有化を図ります。 

・ 統合型校務支援システムの活用や、クラウド環境の活用推進など、校務のデジタル化を

推進します。 

・ FAX・押印の制度・慣行の見直しを速やかに行います。 

・ 学齢簿システムと就学援助システムの運用を見直し、学齢簿及び就学援助に係る

学校事務における就学援助事務の負担軽減を図ります。 

 

 

 

  

取組１ GIGA スクール構想の下での校務DX推進 

◎ 統合型校務支援システムの機能一例 

【グループウェア機能】 

・ メッセージ送受信、ファイル管理、 

掲示板、回覧板、勤務時間管理 等 

【校務支援システム】 

・ 成績処理･管理、指導要録作成、 

進路管理 

・ 児童生徒情報管理、日常所見管理、 

出欠管理 

・ 特別支援学級機能 

・ 保健管理 

・ 徴収金管理機能       等 

参  考 

教職員間のグループウェア 

スケジュール 

掲示板･回覧板 

アンケート 

活用 

効率的な情報共有 

会議時間の短縮 

ペーパーレス化 

成果 

メッセージ 

【「３分類」 3  15 １６関係】 
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〈★具体的な取組★〉 

・ 各種支援員やカウンセラー等、学校における業務を補助するための支援員等の配

置を推進するための予算確保に努めます。 

・ 教職員の業務遂行力の向上を図るため、学力向上推進員等を派遣します。 

・ 学校の施設・設備の管理については、プール清掃を民間事業者に委託するなど、

学校の業務軽減に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組２ 学校における業務を補助する人員配置の推進・拡充 

【学校へ配置する支援員等】 

 〇学校図書館支援員  〇教員補助員  〇特別支援教育支援員  〇部活動指導員（※）   

〇教員業務支援員  〇放課後等学習支援員  〇校内サポートルーム支援員 

〇学習チューター  〇小１サポーター  〇学力向上学習支援員 
 

【学校へ派遣する支援員等】 

 〇学校カウンセラー  〇スクールカウンセラー  〇スクールソーシャルワーカー   

〇外国語指導助手（ＡＬＴ）  〇教育情報化推進支援員  〇帰国・外国人児童生徒支援員 

【学校へ派遣するアドバイザー等】 

〇学力向上統括スーパーバイザー  〇特別支援教育スーパーバイザー 

〇学力向上推進員  〇生徒指導アドバイザー  〇心の教育アドバイザー 

〇情報教育学校支援アドバイザー  〇外国語教育コーディネーター 

（※）≪国の「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革」について≫ 

 スポーツ庁・文化庁・文部科学省は、持続可能な部活動と教師の負担軽減の両

方を実現できる改革として、令和５年度以降、中学校における休日の部活動を段

階的に地域部活動に移行することを推進しています。 

 高知県におきましても、中学校の合同部活動（運動部）や休日の地域部活動へ

の移行について、高知県教育委員会と各市町村教育委員会や市町村教育委員会連

合会、中学校体育連盟との協議・検討を始めているところです。高知市教育委員

会では、「高知市持続可能なスポーツ・文化芸術活動のための部活動環境整備検

討委員会」を令和５年度に立ち上げ、部活動の地域連携に係る検討を進めていま

す。 

 今後、高知市立学校の生徒にとって望ましい部活動や地域部活動の在り方を検

討していくようにしています。 

 

 

【「３分類」 7   ９  17 １９関係】 

令和７年度の取組 
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〈★具体的な取組★〉 

・ コミュニティ・スクール（※）と地域学校協働活動の一体的推進のために、その制

度の周知と効果的な運用に向けた伴走的支援を行うとともに、市長部局等と連携を

図り、地域学校協働活動の充実に向けた支援を行います。 

・ 学校運営協議会を通じて、保護者や地域住民に対する教職員の負担軽減に関わる

理解が促進され、協議により教職員の学校業務の軽減化が図られることで、教職員

が児童生徒に向き合う時間や教材研究の時間を確保できる等、児童生徒のための学

校教育活動の充実が図られるよう支援を行います。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組３ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進 

【学校運営協議会】 

学校と保護者や地域住民等が、学校運営とそのために必要な支援等について協議する合議制の機関 

【学校運営協議会の設置状況】 

令和５年度 高知市立小・中・義務教育・特別支援学校の全てに設置 

【地域学校協働活動】 

地域と学校が相互にパートナーとして、連携・協働して行う様々な活動 

【各学校での活動状況】 

地域学校協働活動推進員が中心となり、地域人材の確保や連絡調整をしながら、授業補助や学校周

辺の環境整備、学校行事支援、読み聞かせ、キャリア教育支援、部活動支援、登下校の見守り等を行

っています。 

また、総合的な学習の時間などの教育活動の中で、地域づくりに関する学習活動をより充実させる

ために地域の方に関わっていただいています。（郷土学習・地域行事への参画・まちづくり・防災学習等） 

（※）≪コミュニティ・スクールについて≫ 
 

コミュニティ・スクールは、学校運営協議会を設置した学校です。学校運営協議

会で学校・家庭・地域が目標やビジョンを共有し、地域学校協働活動につなげるこ

とで「子供の豊かな体験と学び」が可能になります。それぞれの地域には歴史、文

化、産業、人、活動等があり、大人達が「子供の未来」のために協働することで、

子供達は、地域にある資源に触れることができ、わくわくする体験や、教職員でも

家族でもない様々な人との出会いが生まれます。学校と地域でつくる体験と学びの

果たす役割は大きく、子供たちの学びをより確かなものにしてくれます。 

【「３分類」 4 関係】 
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〈★具体的な取組★〉 

・ 小・中・義務教育・特別支援学校における学校給食費について、公会計化することを目

指し、関係部署と協議を行いながら準備を進めます。 

・ 公会計化に当たっては、学校給食費の徴収・管理業務を教育委員会で行うことを基本と

し、保護者の利便性向上や徴収・管理業務の効率化に留意して制度設計を行うとともに、

学校現場との連携が必要な部分については、効率的に業務が行えるようにすることにより、

教職員の業務負担の軽減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

〈★具体的な取組★〉 

・ 教職員の業務について家庭・地域からの理解が得られるよう、「高知市立学校教職

員に関する業務量管理・健康確保措置実施計画」の位置付けもある本プランや、本

市の教職員の勤務状況や目標達成状況を公表し、学校における業務改善の取組の周

知を図ります。 

・ 業務改善の取組を進めていくためには、家庭・地域に十分に周知した上で、協力

していただくことも重要となります。そのため家庭や保護者への周知に関して、教

育委員会は本プランにおける取組について、例えば、本プラン「取組２ 長期休業

中に少なくとも６日以上の学校閉庁日の設定及び積極的な休暇の取得」（P10）につ

いて、高知市広報誌「あかるいまち」にて家庭や地域に向け情報発信するとともに、

本プラン「取組１ 週当たり1日以上の定時退校日の設定」（P９）についてホーム

ページで協力依頼します。 

・ 高知市立小中学校PTA連合会、高知市町内会連合会及び青少年育成協議会等を通

じて、教職員の働き方改革に係る実情や取組を積極的に情報発信します。 

 

  

取組５ 学校における業務改善に係る取組を家庭・地域に周知 

取組４ 給食費の公会計化 

【「３分類」 3 関係】 
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〈★具体的な取組★〉 

・ 教職員にとって負担感が強い業務の１つである「調査・統計への回答等」の改善

のために、学校等への一律の依頼・配付について必要性を十分に考慮し、独自に実

施する調査等の見直しを行うなど、負担軽減を図ります。 

・ 併せて調査時期の分散化や、重複した内容の統合化を進め、学校における事務業

務の負担を軽減します。 

・ 事務職員等の文書処理にかかる負担を軽減するために導入しました統合型校務支

援システム（文書収受機能等）について、今後も効果的な運用方法を検討してまい

ります。 

・ 学校への各種様式の提供等、文書作成の負担軽減を図ります。 

 

 

 

 

〈★具体的な取組★〉 

・ 業務遂行力を高めるために研修は重要と考えますが、日程の調整、統合・整理等

を含め、縮減可能なものについては見直しを進めていきます。 

・ 若年教員が増加していく中で、校内指導体制づくりやOJTの推進ができるよう、

研修内容を工夫します。 

・ 集合研修やオンライン研修など、それぞれの目的や内容、対象者の実態に合った

研修となるように努めます。 

 

 

 

 

 

〈★具体的な取組★〉 

・ 長期休業中の学校閉庁日の実施期間は、家庭・地域からの緊急連絡を教育委員会

が窓口となって対応し、各学校の管理職等へ取り次ぎます。 

・ 各学校の留守番電話は、電話設備更新の際に設置を進めていきます。  

取組６ 教育委員会発出文書の全体量に係る縮減 

取組８ 学校閉庁日等における家庭・地域からの電話対応等 

取組７ 研修等の見直し 

【「３分類」 6 関係】 



- 23 - 

 

 

 

 

○ 教育基本法第10条第１項においては、「父母その他の保護者は、この教育につい

て第一義的責任を有するものであって、生活のために必要な習慣を身に付けさせる

とともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図るよう努めるものとする。」

と規定されており、また、「学校と教師の業務の３分類」に基づく19の取組にて、

「学校以外が担うべき業務」の中に、「②放課後から夜間などにおける校外の見回り、

児童生徒が補導された時の対応」が示されています。 

 

〈★具体的な取組★〉 

・ 教育委員会は、子供たちの健全育成のため、「放課後や夜間等に問題行動に関わっ

て、警察が児童生徒を補導した際、警察から保護者に連絡があること」及び「学校・

警察連絡制度により、月に１回、学校と警察の間で児童生徒の問題行動に係る補導

について情報共有が図られること」を今後も保護者や学校に周知を図っていきます。 

・ 放課後から夜間等における見回りについては、地域や学校の実情に応じて、地域

ボランティア等が中心となるよう地域学校協働本部や関係機関等と連携を図って

いきます。 

 

 

 

〈★具体的な取組★〉 

・ メンタルヘルスの不調を未然防止することを目的に、ストレスチェックの機会を

年１回以上設け、教職員自身のストレスへの気付きと職場環境改善を促進します。 

・ ストレスチェックを実施した結果、「高ストレス」と判定された教職員のうち、面

接指導を希望された教職員は、医師による面接指導を受けることができます。医師

との面接を受けていただくため、面接指導医師の確保に努めます。 

・ 労働安全衛生法に基づき、長時間労働者への面接指導を行うための産業医の確保

に努めるとともに、教職員 50 人以上の学校に、産業医の選任や衛生委員会の設置

など、学校における労働安全管理体制の整備を行います。 

・ 高知市立学校総括衛生委員会において、教職員の健康障害を防止するための基本

となる対策等を総合的に調査及び審議します。 

・ 学校において、法律に基づく専門家の助言が必要な場合は、高知市教育委員会が

法務相談につなげるなど、学校を支援してまいります。 

取組10 メンタルヘルス対策の推進 

取組９ 放課後や夜間等における関係機関と連携した生徒指導

対応 

【「３分類」 2 関係】 

【「３分類」 ５ 関係】 
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５ 業務改善ポリシー  

 

以下の業務改善ポリシー（評価指標及び数値目標）に基づき、令和９年度の完全実施

及び目標達成を目指します。 

 

評価指標 
実績 数値目標 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

定時退校日を、授業日に

おいて週当たり１日以上

実施します。 

設定日の定時に退校した教職員の割合 

92.0％ 92％以上 96％以上 100％ 

教職員の時間外在校等時

間を、月当たり45時間以

内にします。 

年間における月平均45時間以内の教職員の割合 

69.8％ 78％以上 82％以上 85％以上 

年間における月平均80時間超過の教職員の割合 

4.6％ ３％以下 1.5％以下 ０％ 

ストレスチェックにおけ

る高ストレス者の割合を

10％未満にします。 

高ストレス者の割合 

15.0％ 14％未満 13％未満 12％未満 

受検率 95.0％ ストレスチェック受検率 95％以上 

長期休業中に学校閉庁日

を設定します。 

・小・中・義務教育・特別 

支援学校：６日以上 

・高等学校：４日以上 

100％ 

・小･中･義務教育 

･特別支援学校：６日以上 

・高等学校：４日以上 

部活動休養日を、週２日

(平日１日、土日１日)以

上設定します。 

100％ 
・週２日以上部活動休養日実施率 100％ 

【対象：中・義務教育・特別支援学校】 

  

高知市立学校 

100％実施 
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６ 年間行動計画  

時期 
取 組 内 容 

学  校 教育委員会 

４月 
  

５月   

６月 
 

 

７月   

８月 
  

９月   

10月   

11月 
 

 

12月 
 

 

１月  
 

２月   

３月  
 

週 
 

１ 
 

回 
 

以 
 

上 
 
 
 
 
 
 

定 
 
 

時 
 
 

退 
 
 

校 
 
 

日 

教育委員会報告 

総合教育会議報告 

高知市立学校教職員の 

働き方改革推進委員会開催 

教育委員会報告 

総合教育会議報告 

各校の取組進捗確認 

高知市立学校教職員の 

働き方改革推進委員会開催 

定時退校日調査実施 

学校閉庁日 

ストレスチェック受検 

学校閉庁日 

ストレスチェック受検 

校長会 

ストレスチェック結果報告 

毎 
 

月 
 

時 
 

間 
 

外 
 

在 
 

校 
 

等 
 

時 
 

間 
 

実 
 

態 
 

把 
 

握 

・ 

対 
 

応 
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７ 関連資料  

○ 資料１ 《「１ プランの趣旨・目的」関連》令和７年９月26日 文部科学省 

 《「２ 目標」関連》 
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○ 資料２ 《「１ プランの趣旨・目的」関連》 

 《「２ 目標」関連》 高知市立学校の管理運営に関する規則【抜粋】 

   

「高知市立学校の管理運営に関する規則」（令和２年４月１日改正）には、教職員の時間外業務

従事時間の上限を定めています。 

(教育職員の勤務時間の管理等) 

第 31 条 教育委員会は、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和

46 年法律第 77 号）第２条第２項に規定する教育職員（以下「教育職員」という。）の健康及び

福祉の確保を図ることにより学校教育の水準の維持向上に資するよう、その所管に属する学校

の教育職員が業務を行う時間（同法第７条の指針に規定する在校等時間をいう。以下同じ。）か

ら所定の勤務時間（同法第６条第３項各号に掲げる日（代休日が指定された日を除く。）以外の

日における正規の勤務時間をいう。以下同じ。）を除いた時間を次に掲げる時間の上限の範囲内

とするため、教育職員の業務量の適切な管理を行う。  

(1) １箇月について 45 時間  

(2) １年について 360 時間  

2 教育委員会は、教育職員が児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅な増加

等に伴い、一時的又は突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合には、前項の規

定にかかわらず、教育職員が業務を行う時間から所定の勤務時間を除いた時間を次に掲げる時

間及び月数の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な管理を行う。  

(1) １箇月について 100時間未満  

(2) １年について 720 時間  

(3) １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇月、２箇月、３箇月、４箇月及び５

箇月の期間を加えたそれぞれの期間において１箇月当たりの平均時間について 80 時間 

(4) １年のうち１箇月において所定の勤務時間以外の時間において 45 時間を超えて業務を行う

月数について６箇月  

3 教育委員会は、教育職員の業務量の適切な管理を行うため必要なときは、個々の教育職員の出

勤、退勤等に関する客観的な記録を学校からの提出によらず、収集することができる。  

4 前３項に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の

確保を図るために必要な事項については、教育委員会が別に定める。 
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○ 資料３ 《「３ 高知市立学校及び教職員一人一人における取組」 

『取組３ 週当たり２日以上の部活動休養日の設定』関連》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

◎ スポーツ医・科学の見地から、トレーニング効果を得るために休養を適切にとることが必

要であること、また、過度の練習がスポーツ障害・外傷のリスクを高め、必ずしも体力・運

動能力の向上につながらないこと等を、運動部活動指導者は正しく理解すること。 

◎ スポーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間に関する研究も踏

まえ、以下を基準とする。 

・ 週当たり２日以上の休養日を設ける。 

（平日は少なくとも１日、土曜日及び日曜日は少なくとも１日以上。週末に大会参加

等で活動した場合は、他の日に振り替える。） 

・ ある程度長期の休養期間（オフシーズン）を設ける。 

・ １日の活動時間は、長くとも平日では２時間程度、学校の休業日（週末を 

含む）は３時間程度。 

※ 高等学校は、「高知県運動部活動改革推進委員会」において検討される内容をもと

に実施する。 

「高知市運動部活動ガイドライン」 から【抜粋】 
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○ 資料４-1 《「３ 高知市立学校及び教職員一人一人における取組」 

『取組４ 学校と教師の業務の３分類」を踏まえた 

業務の見直し・精選と組織的・計画的な取組』関連》 

 

高知市立学校における教諭等の標準的な職務内容及び職務の遂行に関する要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、高知市立学校の管理運営に関する規則（昭和43年教育委員会規則第10号。以下「規則」と

いう。）第18条の２の規定に基づき、教諭等（主幹教諭、指導教諭、教諭及び講師をいう。第６条において同

じ。）の標準的な職務内容を明らかにすることを通じ、もってその専門性を発揮して職務を遂行できるように

することを目的とする。 

（主幹教諭の標準的な職務内容） 

第２条 主幹教諭は、別表に掲げるもののほか、校長（副校長を置く学校にあっては、校長及び副校長。）及び

教頭の職務を補佐すること及び命を受けて校務の一部を整理すること並びに教諭及び講師の資質の向上を支

援することをその標準的な職務内容とする。 

（指導教諭の標準的な職務内容） 

第３条 指導教諭は、別表に掲げるもののほか、教諭及び講師の資質の向上を支援することをその標準的な職務

内容とする。 

（教諭の標準的な職務内容） 

第４条 教諭の標準的な職務内容は、別表に掲げるとおりとする。 

（講師の標準的な職務内容） 

第５条 講師の標準的な職務内容は、教諭の標準的な職務内容に準ずる職務内容とする。 

（教諭等の職務の遂行に係る留意事項） 

第６条 校長は、教諭等の職務の遂行に際し、次の各号に掲げる事項に留意するものとする。 

⑴ 別表に掲げる標準的な職務内容は、校務の中で主として教諭等が行う職務の範囲を示したものであるこ

と。なお、各学校に所属する全ての教諭等が一律に担うことを想定したものではないこと。 

⑵ 標準的な職務内容を参考に、校務分掌を定めるものとし、教諭等が職務を行うに当たっては、校務分掌に

基づき教諭等の間で適切に役割が分担されるとともに、事務職員、専門スタッフ、外部人材等との連携、協

力等が推進されるよう努めること。 

なお、標準的な職務内容に具体的な職務として掲げていない職務であっても、学校規模、教職員の配置

数及び経験年数並びに各学校、地域等の実情に応じて教諭等が担うことが必要であると認める職務につい

ては、校務分掌に位置付けることができること。その場合にあっては、標準的な職務内容に具体的な職務

として掲げている職務を整理し、及び精選した上で実施すること。 

⑶ 校務分掌を定める際には、学校規模、教職員の配置数及び経験年数並びに学校、地域等の実情を踏まえつ

つ、教諭等が担う職務の範囲が曖昧となり又は徐々に拡大することのないよう、できる限り具体的なものと

すること。その際、校務分掌が細分化し、各教諭等が結果として校務分掌の大部分を担当することのないよ

う、主幹教諭及び主任等（規則第19条の２から第19条の８までに定める主任等をいう。）を中心として包括

的及び系統的に校務分掌を定めること。なお、主任等を命じる際には、適材適所で命じること。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表 

 

教諭等の標準的な職務 

 区分 職務の内容 職務の内容の例 

１ 主として学

校の教育活

動に関する

こと 

教育課程及び学習指

導に関すること 

教育課程の編成及び実施並びにその準備(学校行事等の準

備・運営を含む。) 

児童生徒の学習評価及び成績処理 

生徒指導及び進路指

導に関すること 

生徒指導の企画及び運営 

児童生徒への指導援助 

いじめ、不登校等の生徒指導上の諸課題への対応及び指導 

進路指導の企画及び運営 

家庭、地域、他校種及び関係機関との連携及び調整 

教育相談及び進路相談 

特別な支援を要する

生徒のために必要な

職務に関すること 

個別の指導計画の作成及び活用 

個別の教育支援計画の作成及び活用 

２ 主として学

校の管理運

営に関する

こと 

学校の組織運営に関

すること 

学校経営及び運営方針の策定への参画 

各種委員会の企画及び運営 

校務分掌に関する業務 

学年、学級(ホームルーム)運営 

学校業務改善の推進 

学校評価に関するこ

と 

自己評価の企画及び実施 

学校関係者評価等の企画及び実施 

学校に関する情報の提供 

研修に関すること 校内研修の企画、実施及び受講 

法定研修その他の職務遂行のために必要な研修の受講 

保護者及び地域住民

等との連携及び協力

の推進に関すること 

関係機関や外部人材、地域、保護者との連絡及び調整 

その他学校の管理運

営に関すること 

学校の保健計画に基づく生徒の指導 

学校の環境衛生点検 

学校の安全計画等に基づく児童生徒の安全指導及び安全点検 
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○ 資料４-2 《「３ 高知市立学校及び教職員一人一人における取組」 

『取組４ 学校と教師の業務の３分類」を踏まえた 

業務の見直し・精選と組織的・計画的な取組』関連》 

 

高知市立学校における養護教諭及び栄養教諭の標準的な職務内容及び職務の遂行に関する要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、高知市立学校の管理運営に関する規則（昭和43年教育委員会規則第10号。以下「規則」と

いう。）第18条の４の規定に基づき、養護教諭及び栄養教諭の標準的な職務内容を明らかにすることを通じ、も

ってその専門性を発揮して職務を遂行できるようにすることを目的とする。 

（養護教諭の標準的な職務） 

第２条 養護教諭の標準的な職務は、別表第１に掲げるとおりとする。 

（栄養教諭の標準的な職務） 

第３条 栄養教諭の標準的な職務は、別表第２に掲げるとおりとする。 

（養護教諭及び栄養教諭の職務の遂行に係る留意事項） 

第４条 養護教諭及び栄養教諭の職務の遂行に際し、校長が留意すべき事項は次に掲げるとおりとする。 

⑴ 別表第一に掲げる養護教諭の標準職務及び別表第二に掲げる栄養教諭の標準職務は、校務の中で主として

養護教諭及び栄養教諭が行う職務の範囲及びその職務に含まれる具体の業務を示したものであること。 

⑵ 校長は、養護教諭及び栄養教諭の標準職務を参考に、校務分掌を定め、又は見直すこと。その際に、学校

規模、教職員の配置数や経験年数、各学校や地域の実情等を踏まえつつ、養護教諭及び栄養教諭が担う職務

の範囲が曖昧になったり、徐々に拡大したりしないよう、できる限り具体的に定めること。 

養護教諭及び栄養教諭が業務を実施するに当たっては、校務分掌に基づき、教諭等や養護教諭、栄養教諭

の間で適切に役割分担を図るとともに、事務職員や専門スタッフ、外部人材等との連携・協力等が求められ

ること。 

⑶ 養護教諭及び栄養教諭の標準職務に掲げていない職務であっても、学校規模、教職員の配置数や経験年数、

学校や地域の実情等に応じて養護教諭及び栄養教諭が担うことが必要と校長が認めるものについては、校務

分掌に位置付けることが可能であること。その場合には、養護教諭及び栄養教諭の標準職務に掲げている職

務を整理又は精選した上で実施することを前提とすることが適切であること。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表第１ 

養護教諭の標準的な職務 

 区分 職務の内容 職務の内容の例 

１ 主として 

保健管理 

に関する 

こと 

健康診断、救急処置、

感染症の予防及び学

校環境衛生等に関す

ること 

健康診断の実施（計画・実施・評価及び事後措置） 

健康観察による児童生徒の心身の健康状態の把握･分析･評価 

緊急時における救急処置等の対応 

感染症等の予防や発生時の対応及びアレルギー疾患等の疾病

の管理 

学校環境衛生の日常的な点検等への参画 

健康相談及び保健指

導に関すること 

心身の健康課題に関する児童生徒への健康相談の実施 

健康相談等を踏まえた保健指導の実施 

健康に関する啓発活動の実施 

保健室経営に関する

こと 

保健室経営計画の作成・実施 

保健室経営計画の教職員、保護者等への周知 

設備・備品の管理や学校環境衛生の維持をはじめとした保健

室の環境整備 

保健組織活動に関す

ること 

学校保健計画の作成への参画 

学校保健委員会や教職員の保健組織（保健部）等への参画 

２ 主として 

保健教育 

に関する 

こと 

各教科等における指

導に関すること 

各教科等における指導への参画（ティーム・ティーチング、

教材作成等） 

備考 

⑴ 養護教諭は、教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）附則第十四項に基づき、当分

の間、その勤務する学校において、保健の教科の領域に係る事項の教授を担任する教諭又は講

師となることができるとされており、兼職発令を受けることにより、養護教諭としてではなく、

教諭・講師として当該職務を遂行することが可能である。 

⑵ 校長は、各学校や地域の実情等を踏まえ、上記に掲げていない職務であっても、教諭等の標

準的な職務の内容及びその例並びに教諭等の職務の遂行に関する要綱の別表番号２「主として

学校の管理運営に関すること」に掲げるものを参考にした上で、養護教諭の職務とすることも

可能である。  
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別表第２ 

栄養教諭の標準的な職務 

 区分 職務の内容 職務の内容の例 

１ 主として

食育に関 

すること 

各教科等における

指導に関すること 

食に関する指導の全体計画の作成 

給食の時間における児童生徒への給食指導及び食に関す

る指導 

上記のほか、各教科等における食に関する指導への参画

（ティーム・ティーチング、教材作成等） 

食に関する健康課

題の相談指導に関

すること 

食に関する健康課題を有する児童生徒への個別的な相談

指導（実態把握、相談指導計画の作成、実施、評価等） 

２ 主として

学校給食

の管理に

関するこ

と 

栄養管理に関する

こと 

学校給食実施基準に基づく栄養管理（献立作成、栄養摂取

状況の把握） 

衛生管理に関する

こと 

学校給食衛生管理基準に基づく衛生管理（学校給食施設

及び設備の衛生、食品の衛生並びに学校給食調理員の衛

生の管理、学級担任等や学校給食調理員への指導・助言） 

備考 

校長は、各学校や地域の実情等を踏まえ、上記に掲げていない職務であっても、教諭等の標準的な職

務の内容及びその例並びに教諭等の職務の遂行に関する要綱の別表番号２「主として学校の管理運営

に関すること」に掲げるものを参考にした上で、栄養教諭の職務とすることも可能である。 

  

【「３分類」１4 関係】 
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○ 資料４-3 《「３ 高知市立学校及び教職員一人一人における取組」 

『取組４ 学校と教師の業務の３分類」を踏まえた 

業務の見直し・精選と組織的・計画的な取組』関連》 

 

高知市立学校における事務職員の標準的な職務の内容及び職務の遂行に関する要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、高知市立学校の管理運営に関する規則（昭和43年教育委員会規則第10号）第18条３第１項

の規定に基づき、事務職員の標準的な職務の内容を明らかにすることを通じ、校務運営により主体的・積極的

に参画し、その専門性を発揮して職務を遂行できるようにすることを目的とする。 

（事務職員の標準的な職務の内容） 

第２条 事務職員の標準的な職務の内容は、別表第１に掲げるとおりとする。 

（事務職員が他の教職員との適切な業務の連携及び分担の下、参画する職務の内容） 

第３条 事務職員が他の教職員との適切な業務の連携及び分担の下、その専門性を生かして、積極的に参画する

職務の内容は、別表第２に掲げるとおりとする。 

（事務職員の職務の遂行に係る留意事項） 

第４条 校長は、事務職員の職務の遂行に際し、次の各号に掲げる事項に留意するものとする。 

⑴ 別表第１に掲げる標準的な職務の内容は、校務の中で主として事務職員が担う職務の範囲を示したもので

あること。なお、業務の内容によっては、管理職や教諭等と連携及び協働しながら担う内容も含まれること。 

⑵ 別表第２に掲げる職務の内容は、事務職員が他の教職員との適切な業務の連携及び分担の下、その専門性

を生かして、積極的に参画する職務の内容を示したものであり、校長が校務分掌に位置付ける場合には、事

務職員の職務段階及び経験年数並びに学校規模、地域等の実情を踏まえること。 

⑶ 校長は、標準的な職務の内容を参考に、校務分掌を定めること。事務職員が、職務を実施するに当たって

は、校務分掌に基づき事務職員と他の教職員間で適切に役割が分担されるとともに、専門スタッフ、外部人

材等との分担、連携、協働等が推進されるよう努めること。 

⑷ 標準的な職務の内容に具体的な職務として掲げていない職務であっても、事務職員の職務段階及び経験年

数並びに学校規模、地域等の実情に応じて事務職員が担うことが必要と校長が認める職務については、校務

分掌に位置付けることができる。その際、標準的な職務の内容に具体的に掲げている職務を整理及び精選し

た上で実施すること。 

⑸ 校長は、学校組織で唯一の総務・財務等に通じる専門職である事務職員が、他の教職員との適切な業務の

連携及び分担の下、その専門性を生かして学校の事務を一定の責任をもって自己の担任事項として取り扱う

とともに、より主体的・積極的に校務運営に参画することを目指すこと。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表第１ 

 

事務職員の標準的な職務の内容 

  区分 職務の内容 職務の内容の例 

１ 総務 就学支援に関すること 就学援助、就学奨励に関する事務 

学籍に関すること 児童生徒の転出入等学籍に関する事務 

諸証明発行に関する事務 

教科書に関すること 教科書給与に関する事務 

調査及び統計に関するこ

と 

各種調査、統計、報告に関する事務 

 

文書管理に関すること 文書の収受、保存、廃棄に関する事務 

校内諸規程の整備に関する事務 

教職員の任免、福利厚生に

関すること 

任免・服務に関する事務 

給与、諸手当の認定に関する事務 

旅費に関する事務 

福利厚生、公務災害に関する事務 

２ 財務 予算・経理に関すること 予算委員会の運営 

予算の編成、執行計画、執行に関する事務 

契約、決算に関する事務 

学校徴収金に関する事務 

補助金等に関する事務 

監査、検査に関する事務 

３ 管財 施設、設備に関すること 学校施設の維持管理に関すること 

学校施設の貸与に関すること 

教材、教具及び備品に関す

ること 

物品（ＩＣＴに関するものを含む。）の整備計画、維

持、管理に関する事務 

物品、財産の寄附受納等に関する事務 

４ 事務全般 事務全般に関すること 事務全般に係る提案、助言（教職員等への事務研修

の企画、提案等） 

学校事務の総括、企画、運営に関すること 

共同実施組織の運営に関すること 

事務職員の人材育成に関すること 

  

【「３分類」  6   8  関係】 
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別表第２ 

他の教職員との適切な業務の連携及び分担の下、その専門性を生かして、事務職員が積極的に参画

する職務の内容 

  職務の内容 職務の内容の例 

１ 学校の組織運営に関するこ

と 

学校運営への参画 

学校経営方針の策定への参画 

校内諸機関への参画、運営 

業務改善による働き方改革の推進 

２ 教育活動に関すること 教育活動の推進に必要な資源等の調達 

教育活動におけるＩＣＴ機器の活用支援（環境整備を含む。） 

学校行事等の準備、運営への参画 

３ 学校評価に関すること 学校評価等の企画、集計、結果分析等に関する事務 

４ 保護者、地域住民、関係機関

等との連携及び協力の推進

に関すること 

学校と地域の連携、協働の推進（学校運営協議会への参画、地

域学校協働本部等との連絡調整等） 

学校施設の地域開放に関する事務 

５ 危機管理に関すること コンプライアンスの推進 

学校安全計画、学校防災計画等の策定及び検証 

危機管理マニュアルの作成、改訂 

安全点検の実施 

６ 情報管理に関すること 学校教育活動の広報、情報発信 

情報公開に関する事務 

個人情報保護に関する事務 

 

  

【「３分類」 4   7 関係】 
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高知市立学校教職員の働き方改革プラン（第３期）策定・改訂に関わって 

 

高知市立学校教職員の働き方改革推進委員会委員 
 

【令和５年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【令和６年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【令和７年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 氏 名 所属団体・役職名等 

1 柳林 信彦 高知大学 副学長 

２ 市村 有生 高知市総務部 人事課長 

３ 斉木 邦政 高知市小中学校ＰＴＡ連合会 会長 

４ 西田 尚弘 高知市立朝倉第二小学校長 

５ 溝渕 隆彦 高知市立愛宕中学校長 

６ 谷中 佳子 高知市立横浜小学校 教頭 

７ 藤本 正隆 高知市立朝倉中学校 教頭 

８ 溝渕由美子 高知市学校事務企画調整室 事務長 

 

No. 氏 名 所属団体・役職名等 

1 柳林 信彦 高知大学 副学長 

２ 市村 有生 高知市総務部 人事課長 

３ 斉木 邦政 高知市小中学校ＰＴＡ連合会 会長 

４ 山本 儀浩 高知市立横内小学校 校長 

５ 梶原 将一 高知市立城北中学校 校長 

６ 中澤 悠子 高知市立高須小学校 教頭 

７ 立仙 暁子 高知市立義務教育学校土佐山学舎 教頭 

８ 溝渕由美子 高知市学校事務企画調整室 事務長 

 

No. 氏 名 所属団体・役職名等 

1 柳林 信彦 高知大学 副学長 

２ 森尾 祐二 高知市総務部 人事課長 

３ 正木 光広 高知市小中学校ＰＴＡ連合会 会長 

４ 田中 美穂 高知市立横内小学校 校長 

５ 廣瀬 啓二 高知市立南海中学校 校長 

６ 岡﨑 隆太 高知市立横浜小学校 教頭 

７ 立仙 暁子 高知市立義務教育学校土佐山学舎 教頭 

８ 大﨑 由香 高知市学校事務企画調整室 事務長 
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【 第 ３ 期 】 

～高知市立学校教職員に関する業務量管理・健康確保措置実施計画～ 

令和７年３月  策定 

（令和８年２月 改訂） 
 

高知市教育委員会 

 

住所 ： 〒780－8571  高知市鷹匠町 2丁目１－43 

《担当課：学校教育課》 

TEL ： 088－823－947９ 

E-mail ： kc-200300@city.kochi.lg.jp 

HP ： httpｓ://www.city.kochi.kochi.jp/soshiki/77/ 


